2016年2月19日～20日
安保法成立５カ月、国会前で反対デモ　７８００人参加
朝日新聞デジタル　佐藤恵子　2016年2月19日21時44分

議員会館周辺で野党共闘や安保法制廃止などを訴える人たち＝１９日午後、東京都千代田区、白井伸洋撮影


　安全保障関連法の成立から５カ月となった１９日、国会前で安保法制に反対する市民らがデモを行い、約７８００人（主催者発表）が参加した。野党５党が同日、安保法を廃止する法案を衆院に提出したことを歓迎する声も目立った。
　複数の野党の幹部も駆けつけ、法案提出や野党間の選挙協力を進めることを報告。これを受け、「学者の会」の広渡清吾・専修大教授は「野党のうれしい報告を出発点に、政権打倒を目指そう」と訴えた。
　デモに参加した千葉県八千代市の大崎信さん（７０）は「野党が廃止法案を出してくれたことは我々にとっても励みになる」。一方、埼玉県春日部市の無職の女性（６２）は「野党は５カ月たってようやく動いた形。今後は本気を出して」と注文をつけた。（佐藤恵子）
しんぶん赤旗　2016年2月20日(土)

市民の力が動かした　総がかり国会前行動に７８００人

　５野党が戦争法廃止にむけて歴史的な合意をした１９日夜、「２・１９総がかり国会前行動」は衆参の議員会館前から国会図書館前まで人の波で埋まりました。４野党の書記局長・幹事長らが参加。参院選で勝利し、安倍政権打倒にむけて力をあわせると表明すると、参加した７８００人（主催者発表）から大きな拍手が湧き起こりました。力づよく「戦争法は絶対廃止」とコールしました。

　民主党の枝野幸男幹事長、日本共産党の山下芳生書記局長、社民党の又市征治幹事長、維新の党の初鹿明博衆院議員があいさつ、生活の党の小沢一郎代表がメッセージを寄せました。

　山下氏は野党の合意について「ここまで来るのに一番力になったのは、国民のみなさんの世論と運動です。スクラムを固めて安倍政権を葬り去りましょう」と呼びかけました。

　市民連合から、専修大学教授の広渡清吾さん（安全保障法制に反対する学者の会）が発言しました。「全国の市民の力が、野党を動かしたと確信します。安倍政権打倒までともに頑張りましょう」

　高校生グループ「Ｔ‐ｎｓ　ＳＯＷＬ（ティーンズソウル）」のメンバーで、高校３年生の男子生徒は「きょうが新たな一歩です。国民が、自分たちが、野党を引っ張って声をあげ、安倍政権を追い込んでいきましょう」と語りました。

　日本弁護士連合会の山岸良太さん、市民団体の代表も発言しました。
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（写真）「戦争法廃止」「野党は共闘」と声をあげる人たちに連帯を示す４野党代表ら＝19日、国会前
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（写真）「戦争法廃止」「野党は共闘」とコールする人たち＝19日、国会前


産経新聞　2016.2.19 23:54更新 
安保関連法、３月２９日施行で調整
　政府は、集団的自衛権の限定的な行使容認などを盛り込んだ安全保障関連法を３月２９日に施行する方向で調整していることが１９日、分かった。同法は自衛隊法など１０の法改正を一括した「平和安全法制整備法」と、他国軍の後方支援のため自衛隊の海外派遣を随時可能とする新法「国際平和支援法」の２本で構成される。
産経新聞　2016.2.19 12:36更新 
民主・高木国対委員長　安保法廃止法案の早期審議入り促す


　民主党の高木義明国対委員長は１９日、安全保障関連法の廃止法案を共同提出した野党５党の記者会見で、「速やかに廃止法案を審議入りしてもらい、改めて国民的議論を巻き起こしたい」と述べ、与党側に早期の審議入りを促した。夏の参院選をにらみ、廃止法案の審議を通じて、安保法廃止の機運を盛り上げるのが狙い。
　維新の党の石関貴史国対委員長も「安倍晋三政権に対峙する契機になる」と指摘。共産党の穀田恵二国対委員長は「これからも５党の共同した力を発揮していきたい」と語った。
「再び国民的議論を」　５野党　安保法廃止法案提出

東京新聞　2016年2月20日 朝刊

　民主、共産、維新、社民、生活の野党五党は十九日、他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法を廃止する関連二法案を衆院に共同提出した。早期の審議入りを求める構え。政府・与党は、安保法を「憲法の範囲内で、最もベストな法制」（菅義偉（すがよしひで）官房長官）としており、審議入りに応じない考えだ。

　民主党の高木義明国対委員長は、法案提出後の記者会見で「速やかに審議入りし、あらためて国民的な議論を巻き起こしたい」と強調。共産党の穀田恵二国対委員長は、安保法が成立した昨年九月十九日からちょうど五カ月の節目にあたり「同じ日（十九日）に出せたのは意義深い。廃止法案は国民の多数の声に後押しされて提出できた」と述べた。

　廃止二法案は、集団的自衛権行使を可能にする武力攻撃事態法など関連する法律十本を一括して改正した「平和安全法制整備法」と、国際貢献を目的に他国軍支援を随時可能にする「国際平和支援法」をそれぞれ廃止する内容。

　廃止法案が審議されず、成立しなければ、安保法は三月末までに施行され、法律として効力を持つ。
安保法廃止法案を提出　５野党、違憲と訴え

東京新聞　2016年2月19日 夕刊

 

	[image: image6.jpg]5 SR EFSMS S RBIEL
BHEINCHS IESARECHELRIMMCRS SROE ﬁiﬂﬂn.onmn

v

4
X
EE-BARYE

BHiTE
1 5%
SRS

¢ "‘ﬁf/’}
>
[BFHBOTHERS)

ES
(A B ®
n | €3
2w Y, =
L] 2 N
2 <R
[d sesoawe oEspxEEOoUpe RS0 BEMS  cgey
« e SHHCHTEVVPE BEME WS« SEk | RES.

MR R 4 MO o [ B HI © ER MBI 42






　民主、共産、維新、社民、生活の野党五党は十九日午前、他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法を廃止する関連二法案を衆院に共同提出した。安保法は三月末までに施行され、法律として効力を持つようになる。五党は、「違憲」との指摘もある安保法の問題点を施行の前に国民に訴え、四月の衆院補選や夏の参院選での争点化にもつなげたい考えだ。

　五党は法案提出に先立ち、党首会談を国会内で行い、安保法の廃止のほか、集団的自衛権の行使を容認する憲法解釈の変更をした二〇一四年七月の閣議決定の撤回を共通目標とすることを確認した。夏の参院選など国政選挙で与党を過半数割れに追い込むことでも一致した。

　民主党の岡田克也代表は会談後、五党の選挙協力などについて「合意事項に基づき、具体化を早急に進めたい」と述べた。共産党の志位和夫委員長は会見で、廃止二法案について「安保法に不安と怒りを持つ多くの国民の声に応えた法案だ。国会で真剣に審議することを求めたい」と述べた。

　廃止二法案は、集団的自衛権行使を可能にする武力攻撃事態法など関連する法律十本を一括して改正した「平和安全法制整備法」と、国際貢献を目的に他国軍支援を随時可能にする「国際平和支援法」をそれぞれ廃止するとしている。

　民主、維新両党は廃止二法案とは別に十八日、安保法の対案として領域警備法案など三法案を衆院に提出した。

◆「反対」の世論　共闘後押し

　安全保障関連法の成立から五カ月を経ても反対を続ける世論に押され、野党五党が廃止法案の共同提出で足並みをそろえた。「一強」の安倍政権に結束して対抗するために、国会共闘を国政選挙での協力に結び付けられるかどうかが今後の課題になる。

　安倍内閣の支持率は、一月末の共同通信社の世論調査で５３・７％と高水準を保っている。一方で「政治とカネ」にまつわる閣僚辞任や、不用意な発言などトラブルが相次ぎ、政権内に不安材料も目立ってきた。

　対する野党五党は、衆院では定数の約四分の一の計百十八議席、参院では約三分の一の計八十五議席にとどまる。現状では廃止法案の成立どころか、審議入りさせることも難しい。政策面でも、かなり開きがある。例えば、維新の党は改憲を基本政策に掲げるのに対し、共産、社民両党は改憲そのものに反対だ。

　それでも安保法をめぐっては、安倍政権が昨年九月、「憲法違反」との声が国会の内外に広がる中で成立させたことに五党が一致して抗議した。これを機に、四月の衆院補選や夏の参院選に向け安保法廃止を合言葉に野党統一候補の擁立を模索する動きが各地で始まっている。　（宮尾幹成）

参院選 野党候補者 １人区中心に調整本格化へ
NHK　2月20日 6時05分
夏の参議院選挙を巡り、共産党が野党側の候補者調整の前提としてきた「国民連合政府」の構想を当面棚上げする方針を示したことに、民主党などからは歓迎する声が出ていて、今後、定員が１人の「１人区」を中心に野党間の候補者調整が本格化する見通しです。
共産党の志位委員長は１９日に行われた野党５党の党首会談で、夏の参議院選挙で野党側の候補者調整の前提としてきた安全保障関連法を廃止するための「国民連合政府」の構想について、「いったん横に置いて選挙協力の協議に入りたい」と述べ、「国民連合政府」の構想を調整の前提とはしない考えを示しました。
　共産党としては、民主党などが「国民連合政府」を前提とすることに難色を示していたことから、構想を当面棚上げすることで野党共闘に向けた環境を整えたい考えで、民主党の岡田代表は「選挙で勝つために思い切った決断をしていただくというのであれば評価できる」と述べ、歓迎する意向を示しました。
　これを受けて民主党など野党５党は、参議院選挙に向け、近く幹事長と書記局長による実務的な協議を始めることにしていて、共産党が定員が１人の「１人区」で党の公認候補者を取り下げることも視野に対応を検討するとしていることから、今後「１人区」を中心に野党間の候補者調整が本格化する見通しです。 
１人区共闘、なお不透明＝民主、慎重姿勢崩さず－参院選
　民主、共産、維新など野党５党は１９日の党首会談で、夏の参院選に向けた共闘強化で一致した。勝敗のカギを握る１人区での選挙協力に一歩踏み込んだ形だが、軸となる民主党は共産党との調整に慎重姿勢を崩しておらず、成否はなお不透明な状況だ。
　会談で共産党の志位和夫委員長は１人区対策について「思い切った対応をしたい」と述べ、安全保障関連法廃止で合意などの条件を満たせば、擁立済みの独自候補を多数取り下げる可能性を示唆。民主党に拒否感の強い「国民連合政府構想」についても「横に置いて協議に入りたい」と柔軟姿勢を示した。
　これに対し、民主党の岡田克也代表は会談後の記者会見で「志位氏の発言が、どう具体化していくか見極めたい」と述べ、推移を見守る考えを強調。選挙協力は「５党（の枠組み）が基本だ」とも語り、共産党との個別協議に消極的な立場を示した。
　３２の１人区で、共産党は野党統一候補が実現した熊本など３選挙区を除いて候補を立てている。一方、民主党も２２選挙区で公認・推薦候補を立て、近く数選挙区で上積みする予定で、競合する選挙区は増える一方だ。
　共産党は、無所属で出馬した野党統一候補が当選後も無所属を貫くことを独自候補取り下げの条件としてきた。だが、４月の衆院北海道５区補選では「所属会派にかかわらず（安保関連法廃止などの）姿勢を最後まで貫く」と譲歩した協定文書を民主党と地方組織間で交わし、同党推薦候補への一本化を受け入れた。
　ただ、民主党には共産党との共闘に否定的な空気が根強い。民主党を支持してきた一部保守層が離れるとの懸念からだ。補選での共産党の歩み寄りに対しても「参院選でも黙って候補を降ろしてくれればありがたい」（保守系議員）と、協調の機運が高まっていないのが実情だ。
　選挙区で候補を取り下げれば比例代表票の掘り起こしにも影響するため、共産党としては民主党の要求に無原則に応じることはできない。北海道５区補選の対応についても「参院選の前例としない」（山下芳生書記局長）としており、今後も相手の出方を見ながらの神経戦が続きそうだ。（時事通信2016/02/19-19:43）
参院選へ、野党5党の共闘加速　候補一本化の調整急ぐ

共同通信　2016/2/19 19:42
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　記者会見する民主党の岡田代表＝19日午後、東京・永田町の党本部　民主、共産、維新、社民、生活の野党5党は19日、安倍政権が昨年成立させた安全保障関連法を廃止する法案2本を衆院に共同提出したことを踏まえ、夏の参院選に向け共闘を加速させる。民主党は共産党が改選1人区での候補者取り下げも視野に選挙協力を進める方針を示したことを歓迎。野党候補の一本化に向け調整を急ぐ方針だ。

　民主党の岡田克也代表は記者会見で「勝つために共産党が思い切った決断をしたのであれば評価できる」と強調。国会運営での協力関係を強化する意向も明らかにした。

しんぶん赤旗　2016年2月20日(土)

５野党党首 国政での選挙協力で合意　戦争法（安保法制）廃止、立憲主義の回復　与党と補完勢力を少数派に

　日本国憲法に真っ向から背く戦争法の強行成立から５カ月となった１９日、日本共産党の志位和夫委員長、民主党の岡田克也代表、維新の党の松野頼久代表、社民党の吉田忠智党首、生活の党の小沢一郎代表の野党５党首は国会内で会談し、「安保法制（＝戦争法）の廃止」や国政選挙で最大限の協力を行うことなど４項目で合意しました。



“「国民連合政府」は　ひきつづき主張”　志位委員長表明
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（写真）５野党党首会談に臨む（右２人目から左へ）生活・小沢一郎、共産・志位和夫、民主・岡田克也、維新・松野頼久、社民・吉田忠智の各氏＝19日、国会内


　会談では、戦争法を廃止する法案を国会に提出することを確認した上で、５野党として(1)安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする(2)安倍政権の打倒を目指す(3)国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む(4)国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う―の４点を確認しました。

　その上で、４点の具体化については５野党の幹事長・書記局長間で早急に協議し、具体化をはかることを確認しました。

　日本共産党の志位委員長は確認事項に全面的な賛同の意を表明した上で、日本共産党が提唱している「戦争法廃止の国民連合政府」の問題について「この場で他の野党に確認や合意を求めるということではありませんが」と断った上で次のように表明しました。

　「わが党としては、安保法制＝戦争法の廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回のためには、この二つの仕事を実行する政府――『国民連合政府』が必要だと主張してきました。今もその立場は変わりません。ただ、同時にこの問題については賛否さまざまだということも承知しています。そこで政権の問題については横において選挙協力の協議に入り、今後の協議のなかでわが党の主張をしていきたいと考えています」

　志位氏は会談後の会見で、廃止法案の共同提案は「戦争法に怒りと不安をもつ多くの国民の声に応える重要な意義をもつものです」と強調。「国民の前で真剣に審議することを与党に強く求めたい」と表明しました。

　また、国政選挙での選挙協力を確認し、具体化の協議に入ることを確認したことについて、「『野党は共闘』という多くの国民の声に応える極めて重要で画期的な確認です」と述べ、「わが党としては、誠実かつ真剣に協議に臨み、できるだけ速やかに合意を得るよう全力をあげたい」と表明しました。

　さらに、「参院選の１人区の候補者調整については、安保法制＝戦争法廃止、立憲主義回復という大義の実現のために、思い切った対応をしたい」と述べ、党首会談でもそのことを表明したことを明らかにしました。

党首会談での確認事項

　(1)安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする。

　(2)安倍政権の打倒を目指す。

　(3)国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む。

　(4)国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う。

しんぶん赤旗　2016年2月20日(土)

５野党、戦争法廃止法案を共同提出

　日本共産党、民主党、維新の党、生活の党、社民党の野党５党は１９日、戦争法廃止法案を衆議院に提出しました。

　同法案は、昨年９月１９日に安倍政権が国民世論の反対を無視し強行成立させた戦争法―１０本の法改定からなる「平和安全法制整備法」と、「国際平和支援法」（新法）からなる２法を廃止する内容です。２法は、憲法９条をじゅうりんし、歴代政府の憲法解釈を百八十度転換して、集団的自衛権の行使を可能とし、米軍の戦争支援のために自衛隊をいつでも海外派兵することを可能とするもの。憲法違反が明白です。

　廃止法案の提出者には、５野党の国対委員長らが名を連ね、日本共産党からは穀田恵二、志位和夫、赤嶺政賢の各議員が提出者となりました。
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（写真）戦争法廃止法案を向大野新治衆院事務総長（右から３人目）に提出する（左から）生活・玉城デニー、共産・穀田恵二、民主・高木義明、（一人おいて）維新・石関貴史、社民・照屋寛徳各国対委員長＝19日、国会内


　法案提出後の共同記者会見で、日本共産党の穀田恵二国対委員長は「あらためて安倍政権が強行可決した戦争法とは何かを明確にすべきです。戦争法は憲法違反であり、立憲主義を破壊したものにほかなりません。廃止法の提出は、国民多数の声の後押しを受けて提出したものです。戦争法を廃止し立憲主義を回復していくために、これからも共同のとりくみを強めていきたい」と語りました。

　民主党の高木義明国対委員長は、「廃止法案の速やかな審議入りを求めたい。国民的な議論をまきおこし、廃止が実現するよう、野党５党が力を合わせ頑張っていきたい」と述べました。

共産、参院選で１人区候補者取り下げも　野党連携を優先
朝日新聞デジタル　2016年2月19日14時21分
　共産党の志位和夫委員長は１９日、野党５党首の会談で、夏の参院選に向けて「思いきった対応をする」と述べ、１人区で共産候補を取り下げて野党候補の一本化に協力する考えを示した。共産が提唱する安保法廃止を実現するための「国民連合政府」構想を事実上棚上げし、選挙協力をめざす。５党は会談後、参院選での連携に向け、安保法を廃止する２法案を衆院に共同提出した。
　志位氏は会談で、従来掲げていた「国民連合政府」構想について「横に置いて、選挙協力の協議に入る」と発言。民主を中心に反発が強い同構想にこだわらず、野党連携を優先させる考えを示した。
　参院選の１人区は３２あるが、うち２１選挙区で民主と共産両党の立候補予定者が競合している。共産が擁立を取り下げれば、野党支持層の分散を防ぐ効果がある。志位氏は今後の調整について「野党５党の幹事長と書記局長で早急に協議し具体化を図る」と述べた。
　会談には、民主党、共産党、維新の党、社民党、生活の党と山本太郎となかまたちの野党５党首が出席。①安保法制廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回②安倍政権の打倒をめざす③国政選挙で現与党及びその補完勢力を少数に追い込む④国会や国政選挙でできる限りの協力を行う――の４点で一致。連携を深めていくことを確認した。
北海道５区補選、野党一本化　共産、候補取り下げ池田氏支援
北海道新聞　02/19 05:00、02/19 07:45 更新
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池田真紀氏
　民主党北海道と共産党道委員会、上田文雄前札幌市長らが呼び掛け人の市民団体「戦争させない北海道をつくる市民の会」は１８日、４月の衆院道５区（札幌市厚別区、石狩管内）補欠選挙で、共産党が公認した新人橋本美香氏（４５）を取り下げ、民主、維新、社民の３党推薦の新人池田真紀氏（４３）に野党候補を一本化することで合意した。１９日に民主党道５区総支部、共産党道５区選対本部、市民の会、池田氏の４者が協定を締結し、安全保障関連法廃止を訴える無所属の野党統一候補が実現する。
　統一候補をめぐり、共産党が公認候補予定者を取り下げるのは、参院選熊本選挙区に続いて２例目となる。同党は池田氏を推薦する方針。町村信孝前衆院議長死去に伴う同補選は、自民党公認で公明党、日本のこころを大切にする党、新党大地が推す町村氏の娘婿の新人和田義明氏（４４）と、無所属統一候補の池田氏による与野党対決の構図となる。
　民主党北海道の市橋修治幹事長、共産党道委の千葉隆書記長、上田氏らは１８日、札幌市内で非公開の協議を実施した。
　出席者によると、共産党が取り下げの条件に挙げた「当選後も無所属を貫くこと」の代わりに、国会活動で安保関連法廃止を貫く担保として「協定の文言に強い意志を盛り込み合意ができた」という。
　協議後、市橋氏は「候補一本化が大変な課題だったので、新たなスタートを切り勢いがつく」、千葉氏は「野党共闘が実現できたのは大きい。力を合わせて頑張りたい」と強調。上田氏は「好ましいことだ。（池田氏に）全力で頑張ってもらうしかない」と話した。
北海道５区補選 　民主と共産、候補一本化で合意
毎日新聞2016年2月19日　08時00分（最終更新　2月19日　08時00分）
共産が候補予定者取り下げ、民主の池田氏推薦へ 
　民主、共産両党は１８日、町村信孝前衆院議長の死去に伴う衆院北海道５区補選（４月１２日告示、同２４日投開票）の候補者一本化について、地元支部レベルで合意した。共産党が候補予定者を取り下げ、無所属で立候補する民主党道連局長の池田真紀氏（４３）を推薦する。１９日に共闘協定に調印し、正式発表する。 
　共産党は党道５区国政対策委員長の橋本美香氏（４５）を公認した後も、安全保障関連法廃止を主張し、当選後も無所属で活動することを条件に野党共闘を探っていた。両党関係者によると、池田氏は安保法廃止を目指すことを誓約するが、当選後にどの会派に所属するかは協定では明示しないという。 
　共産党が国政選挙で候補予定者を取り下げるのは、夏の参院選熊本選挙区に続いて２例目。民主党のほか、維新の党と社民党も池田氏を推薦している。 
　一方、５区補選を参院選の前哨戦として重視する自民党は、町村氏の次女の夫、和田義明氏（４４）の擁立を決め、公明党と日本のこころを大切にする党が推薦した。安倍晋三首相は昨年１２月、新党大地の鈴木宗男代表に直接、支援を要請し、協力を取り付けた。 
　野党の分断を図る自民党に対し、民主、共産両党の協力が成立するかどうかが補選の焦点になっていた。【三股智子】 
衆院北海道５区補選、野党が候補一本化　町村氏娘婿と一騎打ち 
日経新聞　2016/2/19 20:33
　４月24日投開票の衆院北海道５区の補欠選挙を巡り、民主、共産両党の地元組織などは19日、野党候補を一本化する協定に調印した。共産党は同党公認候補予定者の新人、橋本美香氏の擁立を取り下げ、民主、維新、社民３党が推薦を決めた新人の池田真紀氏の支援にまわる。
　協定は池田氏と民主、共産の地元組織、上田文雄前札幌市長らが呼び掛け人の市民団体「戦争させない北海道をつくる市民の会」の間で結んだ。町村信孝前衆院議長の死去に伴う補選は、町村氏の娘婿で自民党公認で出馬予定の新人、和田義明氏と池田氏による事実上の与野党一騎打ちになる見通しとなった。
しんぶん赤旗　2016年2月19日(金)

衆院北海道５区補選　候補者の一本化へ　共産党道委と民主党北海道

　４月の衆院北海道５区補選の野党共闘をめぐり、日本共産党北海道委員会の千葉隆書記長は、党道委員会と民主党北海道の間で協議を続けてきた候補者一本化で１８日、「基本的な了解に達した」と述べました。

　同日の協議には、千葉書記長、民主党の市橋修治幹事長、「戦争させない北海道をつくる市民の会」呼びかけ人の上田文雄前札幌市長らが参加。両党が一緒に推す候補者が、政治的には戦争法の廃止、立憲主義と民主主義の回復を目指すことや、それらの姿勢を誠実に貫くためにはどうしたらいいかを議論し、基本的に一致しました。

　候補者が一本化されれば、日本共産党は、橋本美香氏（４５）の立候補を取りやめ、「市民の会」が推す池田真紀氏（４３）＝民主、維新、社民など推薦＝を支援し、当選を目指してたたかうことになります。

　１９日には調印式を行う予定です。

　同補選は、町村信孝前衆院議長の死去に伴うもので、自民党は町村氏の娘婿（新人）を公認しており、候補者一本化で、与野党一騎打ちとなる見通しです。

しんぶん赤旗　2016年2月20日(土)

衆院北海道５区補選　共・民が協定調印　戦争法廃止へ　池田氏、自民と対決
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（写真）調印し握手する（左から）鈴木、上田、池田、勝部の各氏＝19日、札幌市


　安倍自公政権による戦争法強行後、初の国政選挙となる４月の衆院北海道５区補選で１９日、日本共産党北海道委員会と民主党北海道は候補者一本化に合意し、調印しました。「戦争させない北海道をつくる市民の会」が推す新人の池田真紀氏（４３）が統一候補となり、自民候補と一騎打ちの様相です。維新、社民も池田氏を推薦しています。

　共闘協定は、(1)戦争法廃止をめざす(2)立憲主義、民主主義の回復をめざす(3)その姿勢を最後まで貫く―の３項目で、野党共闘を求めてきた市民たちが見守る中、「市民の会」呼びかけ人の上田文雄弁護士（前札幌市長）、池田氏、民主党道５区総支部の勝部賢志代表代行、共産党道５区選対本部の鈴木龍次本部長の４人が調印しました。

　「市民の会」呼びかけ人の上田氏は「市民の思いを民主党、共産党が受け止めて決意を固めてくれた。スタートに立てた」と意義を強調。北海道で初の野党統一候補となった池田氏は「日本を戦争する国にしてはならないとの思いをはじめ、さまざまな思いが詰まった合意｡誠心誠意､全身全霊を尽くして選挙勝利を目指して頑張る」と決意を述べました。

　立候補を取りやめる日本共産党の橋本美香氏（４５）が池田氏に「私に寄せられたバトンを託します。候補者ではなくなりますが、勝利に向けて一緒に頑張ります」とエールを送りました。

　日本共産党から青山慶二道委員長、千葉隆書記長、民主党北海道から市橋修治幹事長らも同席しました。

　道５区補選は、自民党町村信孝議員の死去に伴うもので、町村氏の娘婿の和田義明氏（４４）＝公明、新党大地ほか推薦＝が自民党公認で立候補を表明しています。

北海道５区補選「統一候補」勝利のための共闘協定

　１、立候補予定者は安保法制（戦争法）の廃止をめざす

　２、立候補予定者は立憲主義と民主主義の回復をめざす（集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を含む）

　３、立候補予定者は国会活動において、上記１、２の項目に従って行動し、所属会派の状況にかかわらず、その姿勢を最後まで貫くことを誓約する。

　以上の共闘協定に合意し、立憲主義回復、安保法制（戦争法）廃棄をめざすあらゆる政党・団体・市民とともに全力を尽くして、衆議院北海道５区補欠選挙における勝利をめざし、ともに奮闘する。

　２０１６年２月１９日

　戦争させない北海道をつくる市民の会呼びかけ人　上田文雄

　衆議院北海道５区補欠選挙立候補予定者　池田真紀

　民主党北海道５区総支部代表代行　勝部賢志

　日本共産党北海道５区選対本部長　鈴木龍次

産経新聞　2016.2.19 23:50更新 
共産提唱の国民連合政府構想、理解得られず“撤回”　参院選の野党共闘優先も…先行き不透明
　安全保障関連法が成立した昨年９月１９日に共産党が提案した「国民連合政府」構想は、民主党の賛同が得られず事実上の撤回に追い込まれた。構想発表から５カ月。共産党は自らハードルを下げることで、夏の参院選での野党協力に意欲を示すが、民主党と維新の党の合流構想すら進展しない中、先行きは不透明だ。

野党５党党首会談に臨む民主党の岡田克也代表（中央）や共産党の志位和夫委員長（右から３人目）ら＝１９日午前、国会内（斎藤良雄撮影）
　民主党の岡田克也代表は１９日の記者会見で、共産党の構想凍結について「一歩前進だ」と評価した。維新の党の松野頼久代表も記者会見で、参院選１人区について共産党の志位和夫委員長が「思い切った対応をする」と表明したことについて、公認候補の取り下げと受け止め、歓迎した。
　志位氏は２０日の社民党大会に共産党トップとして旧社会党時代を含めて初めて出席する。大会には党首会談で連携を確認した野党５党の幹部が勢ぞろいし、共産党幹部は「野党共闘が前に進む」と期待する。
　だが、民主党は共産党との選挙協力になお慎重だ。岡田氏は参院選の協議について「５党が基本だ」と強調。党内には「皇室制度を認めず、自衛隊を違憲だと主張する『革命政党』と互いの候補者を推薦しあうことはあり得ない」（閣僚経験者）との声も根強い。
　そもそも共闘の中核となる民主、維新両党は依然として不協和音が続く。両党は１９日の政策調整会議で、軽減税率導入を前提とした消費税増税への反対を確認したが、企業団体献金の禁止法案について民主党は慎重。維新の小野次郎政調会長は会見で「民主党は早く党内をまとめてほしい」と迫り、対応が遅ければ他党との提出を検討する考えを示した。
　野党５党は１９日、安保関連法の廃止法案を衆院に共同提出したが、民主、維新両党は対案も提出。政権打倒が旗印とはいえ、多くの課題を棚上げした選挙協力は野合との批判を浴びる。
　民主党は３２ある参院選の１人区で公認１４人、推薦８人を決定しているが、うち２１選挙区で共産党の公認候補と競合する。しかも志位氏は「無所属候補は当選後も無所属を貫くことが大事だ」としており、無所属候補の当選は逆に民主党の勢力減につながりかねない。
　衆院北海道５区補選（４月２４日投開票）では１９日、民主、共産両党の地元組織が民主党推薦候補に一本化する協定に調印。共産は公認候補を取り下げる。ただ、同時に行われる衆院京都３区補選は両党がそれぞれ候補を擁立する方針で、一本化調整が試金石となりそうだ。
産経新聞　2016.2.19 15:41更新 
【共産・志位委員長記者会見詳報】
ついに国民連合政府構想「横に置く」と“断念”　野党党首会談で表明　参院選１人区候補取り下げにも言及

共産党の志位和夫委員長（斎藤良雄撮影）
　共産党の志位和夫委員長は１９日、民主、維新、社民、生活の各党党首と国会内で開いた会談で、夏の参院選に向けて共産党が提案していた安全保障関連法廃止のための野党連立政権「国民連合政府」構想を凍結する考えを示した。構想の発表からちょうど５カ月たったが、参院選の共闘を目指す民主党などの反発に配慮し、事実上の撤回に追い込まれた形だ。志位氏は、参院選の１人区で内定済み公認候補を取り下げる可能性にも言及した。党首会談後に行った志位氏の記者会見の詳報は次の通り。
◇
　「５野党の党首会談の報告をしたい。本日、５野党共同で安保法制、戦争法（安全保障関連法）の廃止法案を国会に提出する。そのことをまず確認した。これは、この法制に不安と怒りを持つ多くの国民の声に応えた法案だと思う。これを真剣に国会の場で、国民の前で審議することを強く求めていきたいと思う。その上で、以下４点の確認を行った」
　「第１点は、５野党として安保法制の廃止と集団的自衛権の行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする。第２点は、安倍晋三政権の打倒を目指す。第３点は、国政選挙で与党およびその補完勢力を少数に追い込む。第４点は、国会の対応や国政選挙などあらゆる場面で、できる限りの協力を行う。この４点の具体化を図る問題については、５野党の幹事長と書記局長間で早急に協議し、具体化を図るということを確認した。私の方では、この確認は極めて重要な確認だと考え、わが党としてもこの方向に全面的な賛同の意を表明した」
　「なお私は党首会談の場で、政権の問題について、次のように発言した。この場で他の野党の皆さんに確認、同意を求めることではないが、一言表明しておきたいと言って、次のように表明した」
　「わが党としては安保法制、戦争法の廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回のためには、この２つの仕事を実行する政府が必要だと。私たちは国民連合政府と呼んでいるが、政府が必要だと主張してきたし、今もその立場は変わらない。ただ同時に、この問題については賛否さまざまだということもよく承知している。そこで政権の問題については横に置いて、選挙協力の協議に入り、今後の協議の中でわが党の主張をしていきたいと考えているという表明をした。これは党首会談での合意を求める並びではないが、わが党の表明を再度私からさせていただき、皆さんも受け止めていただいたと考えている」
「以上が今日の党首会談の内容だが、まず安保法制、戦争法廃止法案を共同で提出したことは、この法制に対して怒りと不安をお持ちの多くの国民に応える重要な意義を持つものだと考える。党首会談の場でも表明したが、国民の前でこの法案を真剣に審議することを与党に強く求めていきたいと思う。それから５野党党首会談で国政選挙での選挙協力を行うことを確認し、それを具体化するための協議に入ることを確認したことは、『野党は共闘』という多くの国民の皆さんの声に応える極めて重要な、画期的な確認だと考えている。わが党としては、誠実かつ真剣に協議に臨み、できるだけ速やかに合意を得るようにするために全力を挙げたいと考えている」
　－－国政選挙の協力とは、次の参院選やその前の衆院補選も入り、１人区の共闘がテーマになると思うが、共産党は今擁立を準備している候補者の対応はどうするのか
　「私たちとしては参院選の１人区の候補者調整にあたっては、安保法制廃止、戦争法廃止、立憲主義回復という大義の実現のために思い切った対応をしたいと考えている」
－－思い切った対応とは、候補者を取り下げるということか
「思い切った対応をするということだ」
－－思い切った対応をするということは、今日の党首会談で発言したのか
　「発言した」
　－－思い切った対応となると、民主党も共産党も公認がいる競合区が結構あるが、そこも対象なのか
　「今日のところは、これから協議が始まるのだから、参院選の１人区での候補者調整については、安保法制、戦争法の廃止、立憲主義の回復という大義の実現のために、思い切った対応を行うということに尽きる。今日言える範囲は。候補者取り下げを思い切ってやるのかと聞かれたが、そういう形容詞をつけないでほしい。要するに、思い切った対応をするということで、今日はそこまでだ。これは今後、協議の中で私たちの態度は示していくことになるだろう。しかし、わが党としてはそういう思い切った決断をやって、大義の実現を目指すというつもりがあるということ。その表現だ」
　－－思い切った対応の条件とは、安保法制の廃止と閣議決定の撤回の２つなのか
　「いろんな条件うんぬんかんぬんは、これからの協議の中で話し合っていく。ただ、私たちとしては、今日確認された政治的目標は、安保法制の廃止、閣議決定の撤回、安倍政権の打倒だ。だから、この共通の大義のために、思い切った対応をやるということだ。それ以上の具体的な問題は、協議の中で私たちの対応を示していく」
　－－思い切った対応だが、党首会談で具体的な内容は話したか
　「話していない」
　－－各党の反応はどうだったか
　「具体的なところまではまだ。これから協議するので、それ以上話していないが、私はこの４項目の合意が成立したのは画期的だ。非常に重要な意義を持つものだと。だから、これが確認された以上は、まず参院選の１人区で候補者調整が問題になるが、先ほど言った大義の実現のために、わが党としては思い切った対応をするつもりだと。そこまでだ、話は。それはそれぞれ受け止めていただいた」
　－－それを受けて各党から発言はあったか
「それに対して、こうだというのではない。私たちとして表明した」
－－補選の対応については
　「今日の協議では、補選については個々の選挙区をどうする、ああするということはやっていない。ただ、今日の確認は、国政選挙などあらゆる場面で、できる限りの協力を確認している。だから国政選挙にはいろいろな形態がある。参院選がある。総選挙もある。補選もある。さまざまな国政選挙で協力をやっていくという確認だ」
　－－衆院北海道５区補選も協力するのか
「北海道５区については昨日の段階で共産党北海道委員会と民主党道連との間で基本的な合意に達したという報告を受けている。だからこれは大変筋が通った形で候補者の一本化が図られることになると考えている。大変よかった。あとは自公勢力との一騎打ちの選挙におそらくなると思うので、必ず勝ちたいと思っている」
　－－衆院京都３区補選もあるが、こちらは地元の合意はできていないが、協力するのか
　「京都３区の対応については月曜日に山下芳生書記局長が記者会見で基本的な立場を述べた。それに尽きる。今言えることは」
　－－国民連合政府構想を横に置くという発言は、党首会談で４点について合意した上で、志位氏が述べたのか
　「そうだ。４点にまず合意し、その上で私たちの政権についての立場を表明した。それで民主党の岡田克也代表から『今の表明、どうですか？』というのがあり、各党それぞれ承ったという形だ。合意する事項ではない。私たちとしてはそういう対応を今後もしていくということだ」
　－－横に置くことになった背景や狙いは何か
　「やはり選挙が近づく下で、この問題では賛否がある。だから、私たちとしては必要だという考え方には変わりはないが、これはまず横に置いて、つまり保留して選挙協力の協議に入っていくと。協議の過程の中で引き続き議論していきたいという課題にしていくことに判断した」
　－－早急に幹事長・書記局長で話し合いを進めるというが、いつまでにまとめたいか。１回目がいつか
　「これは可及的速やかに始まると思う。早急にまとめたいというのが私たちの考えだ。５野党の幹事長・書記局長官で早急に協議し、具体化を図るのが合意だから、できるだけ速やかにまとめることになると思う」
　－－「まとめる」とは、幹事長レベルで大きな方針を確認して具体的な調整に入るということか
　「大きな方針はもう確認した。党首会談で。後は、選挙協力をどうするかという具体論になっていく」
　－－個別の選挙区で
広告
　「そうだ。そういう問題に入っていく」
　－－北海道５区補選の無所属候補が当選した場合は無所属を通すべきか
　「（参院選の）熊本などでは当選後も無所属を貫くという合意になっている。要は、一番大事なことは安保法制の廃止、戦争法の廃止と閣議決定の撤回を中核にして協定を結ぶわけだが、これを貫く担保として無所属を貫くことはとても大事になってくるという考え方で、この間、いろいろな話し合いを行ってきた」
　「北海道５区についても、そういう話し合いのプロセスの中で筋が通った合意になったと考えている。ただ、これから先は、そうした無所属の統一候補だけではなくて、それぞれ公認候補を立てているわけで。その間の協力をどうするかということも当然問題になってくるわけだ。それは、これからの協議だ」
　－－国政選挙で協力を行うというが、民主党内には保守派から共産党との選挙協力を渋る声も出ているが、こういったハードルは今後の協議で超えられると考えるか
　「これは野党の党首会談でそういう合意をしたわけだから、超えられると思う。というか、すでに超えていると思う」
　－－国民連合政府構想には民主党の野田佳彦元首相らが強く反対していた。そういう声に配慮したのか
　「配慮というよりも、この問題については賛同いただいている党もある。しかし、まだ現状で賛同に至らない党もある。賛否さまざまなので、これは選挙の協力の協議に入る上で条件にしないで横に置くと。今後の協議の中で引き続き私たちの立場を主張するということだ。だれだれさんがどういったとかではない」
　－－協議の条件にしないといったが、今後公式に協議に入っていく条件は整ったのか。今後のスケジュールはあるか
　「公式の協議に入ることを今日確認した。ただ、いついつまでというスケジュールを確認したわけではないが、私たちとしてはできるだけ早くと。この協議がまとまることを願っているし、まとめるために誠実かつ真剣に努力したい」
　－－明日の社民党大会に志位氏は出席するようだが、どういう考えで行くのか
「これは先方からご招待があり、私としては応じることにした。この間、社民党さんとはさまざまな面で野党共闘をともにやってきたし、今日こういう形で重要で画期的な野党間の合意もできている。そういう状況をもって先方からご招待があったので、喜んでうかがうという返事をしている。社会党時代も含めて、調べてみたら、社民党さんの大会に私どもが参加し、ごあいさつするのは初めてのことになるということのようで、楽しみにうかがいたい。明日はそれぞれ今日の５野党の代表や幹事長がそろうことになるのではないか。社民党の大会で」
産経新聞　2016.2.20 05:03更新 
【主張】野党の安保廃止法　国の安全損なう「連帯」だ
　現実の脅威である中国や北朝鮮の動向には目をつむり、早々と参院選向けのスローガンづくりに精を出している。
　民主党など野党５党による安全保障関連法の廃止法案提出は、その一環としか見えない。
　事実、５党の党首会談では安倍晋三政権の打倒に向け、国会や国政選挙での共闘を確認したという。
　安全保障政策の内容より、反対ありきで連携を図ることが優先されている。真に国民の平和と安全を考える視点、責任の欠落ぶりに暗澹（あんたん）たる思いがする。
　５党に決定的に欠けているのは、集団的自衛権によって同盟の抑止力を強化し、戦争の危機を遠ざけて平和と繁栄を保つという知恵だ。これは世界の主要な民主主義国の常識であり、国連憲章も認めている。
　東シナ海や南シナ海における中国軍の動き、北朝鮮の核・弾道ミサイル開発に、国民は不安を感じている。
　もはや個別的自衛権だけでは日本を守りきれない。何十年も昔の冷戦時代の憲法解釈にこだわり、眼前の危機に対応しないのは危うい。だから安保関連法が必要になったのである。
　野党５党の非現実的な主張をよそに、日米の安保協力は歩みを進めている。
　昨年改定した新防衛指針（ガイドライン）に基づく日米の同盟調整メカニズム（ＡＣＭ）は、北朝鮮の核実験・ミサイル発射で早速機能し、自衛隊と米軍は密接に連携することができた。３月下旬の安保関連法施行により、絆は一層強まるだろう。
　民主党と維新の党は、廃止法案提出の前日、グレーゾーン事態に備える領域警備法案など３法案を、安保関連法の「対案」として衆院へ提出した。
　両党はこれにより「安全保障で現実的対応をとれる」というが、評価に値する内容ではない。
　自衛隊が平時から米軍などを守る「武器等防護」の充実を見送っている。また、グレーゾーン事態への対処で、前もって指定する領域警備区域を設けるという。手薄になる地域を相手に知らせるようなものではないか。
　安保関連法の下での自衛隊の活動について、さらに議論を深めるべき点は少なくない。いかに国民を守るかにこだわる政策を練り、出し直してはどうか。
参院選、改憲「焦点にならぬ」＝公明・太田氏、内外情勢調査会で
　公明党の太田昭宏前国土交通相は１９日、東京都内のホテルで開かれた内外情勢調査会の東京本部懇談会で講演し、夏の参院選に関し、「憲法改正が焦点になることはない」と述べ、安倍晋三首相が意欲を示す改憲の争点化に慎重姿勢を示した。太田氏は「どこをどう変えたらいいかを（衆参両院の）憲法審査会を中心に、よく議論することが今、一番大事だ」と語り、与野党の合意形成の重要性を訴えた。　
　参院選に合わせた衆参同日選については、「首相は『考えていない』と言っているから、私はその通りだと思う」と否定的な見方を示した。
　太田氏は、女性問題や失言が目立つ自民党に関し、「楽な（衆院）選挙が２回続いた」と述べ、同党若手議員の緩みを指摘。「仕事をしなければ政治家ではない。そこを一生懸命やるべきだ」と苦言を呈した。（時事通信2016/02/19-17:13）
衆参同日選に否定的　公明・太田氏ら

共同通信　2016/2/19 22:03

　公明党の太田昭宏前国土交通相は19日、東京都内で講演し、夏の参院選に合わせて衆院選を実施する衆参同日選に否定的な考えを示した。「安倍晋三首相は『考えていない』と言う。その通りだと思う。公明党は参院選の勝利に全力を尽くす」と述べた。

　同時に「参院選から調子が狂う例が続いている。第1次安倍政権の時もそうだった」と指摘。憲法改正を争点化する是非については「参院選の焦点にはならない。（衆参の）憲法審査会を中心に議論するのが今、一番大事だ」と語った。

　山口那津男代表もBS朝日番組の収録で、閣僚らの相次ぐ不祥事などを念頭に「今の状況であまり希望しない」と述べた。

憲法改正「多くの野党の賛成も必要」　公明・太田氏
朝日新聞デジタル　2016年2月19日17時48分
■公明党・太田昭宏前国土交通相
　憲法改正は全文一括で、与党が（衆参で）３分の２を形成してやるものだという考え方が、２０００年の当初はあったと思う。しかし（憲法改正の手続きを定めた）国民投票法案の議論の中で、与野党を超えた合意が大事という、かなり一致した考え方が形成された。与党だけでやるのではなくて、できるだけ多くの野党の方たちに賛成していただき、３分の２を形成するというのが基本的な考えだと思ってる。（憲法の）どういうところを、どういうふうに変えたらいいんだろうということを（衆参の）憲法審査会を中心によく議論するのが一番大事だと思っている。（東京都内での講演で）
公明党 　太田前国交相「改憲は参院選焦点とならず」
毎日新聞2016年2月19日　19時06分（最終更新　2月19日　19時06分）
　公明党の太田昭宏前国土交通相は１９日、東京都内のホテルで講演し、憲法改正について「参院選で焦点にならないと思う。どういうところをどう変えるのか（国会の）憲法審査会を中心によく議論するのが一番大事なことだ」と述べ、夏の参院選の中心テーマにすべきではないとの考えを示した。また、衆参同日選の可能性に関し「公明党は参院選の選挙区に今までより多い人数を立てた。そこの処理に全力を尽くしたい」と述べ、参院選に集中するため、同日選は避けたいとの考えを示唆した。 
公明代表 　改憲、慎重に議論を　アジア調査会で講演
毎日新聞2016年2月19日　22時30分（最終更新　2月19日　22時30分）
　公明党の山口那津男代表は１９日、東京都内で開かれたアジア調査会（北村正任会長）主催の講演会で講演した。憲法改正に関し、自民党内で有力な改憲項目とみられている「緊急事態条項」について、「いきなり憲法（改正）なのか、なぜそれが必要なのか、幅広く国会で議論を深めて国民の理解を伴うようにしなければならない」と述べ、慎重な検討が必要との考えを示した。 
　また、「憲法には参院の緊急集会制度もあり、これが無意味なのかなどいろいろな議論がある」と指摘。衆院解散中に国会の議決が必要な緊急事態が発生した場合に、参院が国会の権能を代行できる現行憲法の規定などを挙げ、多面的な検証が必要と訴えた。【横田愛】 
高知新聞　16年2月19日付・朝刊

緊急事態条項に異論　自民改憲案に被災地は慎重

　安倍晋三首相が夏の参院選で国民に問うとしている憲法改正。中でも、非常事態時に首相の権限を強め、人権を制約する「緊急事態条項」創設の是非が焦点に浮上してきた。東日本大震災などの大災害を念頭に置いているとみられるが、当の東北の被災地首長らからは「不要」との声が上がっている。

　緊急事態条項は、大規模な自然災害や武力攻撃があった際、首相の権限強化や国民の権利制限などを定める内容だ。自民党要人らも、東日本大震災の対応が十分できなかったのは、現憲法の欠陥だとの考えを示している。

　これに対し、被災地東北の首長らは異論を唱えている。

　宮城県気仙沼市の菅原茂市長は２０１５年５月の記者会見で「（救助や復興などの活動は）私権を制限した方がいいと思うほど大変だったが、何とかやり遂げた。（改憲してまでの）制限は必要ないのではないか」と述べた。

　仙台市の奥山恵美子市長も「憲法改正が必要だと考えたことはない」「予算や権限を心配することなく、救助活動など必要な活動に移れることが大事」と語っている。

　東北だけでなく、新潟県や兵庫県など大きな地震を経験した他地域の弁護士会も「緊急事態条項は不要」との見解を表明している。

　自民党の改憲草案によると、「緊急事態」を宣言する権限は首相にある。宣言下では内閣が、国会審議を経ずに法律と同等の効力を持つ「政令」を出し、「何人も…国その他公の機関の指示に従わなければならない」。

　かつて世界で最も民主的とされたワイマール憲法下で、ナチス・ドイツはその緊急事態条項に当たる憲法規定を利用し、国会の機能を停止させて独裁への道を切り開いた。

　三権分立を停止してまで、首相と内閣に絶大な権限を与える緊急事態条項。その必要性は―。



緊急事態条項は必要？

　安倍晋三首相は、この夏の参院選で憲法改正の是非を国民に問う考えを示している。その大きな焦点が「緊急事態条項」。自民党の憲法改正草案にも明記されている。武力攻撃や大災害などに対応するため、とされるこの条項は本当に必要なのか。駒沢大学の西修名誉教授（７５）と、東日本大震災時に被災地で活動した小口幸人弁護士（３７）＝沖縄弁護士会所属＝に聞いた。

「法の根拠を憲法で」　駒沢大学・西修名誉教授 
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	▲ 「最高法規の憲法で国家緊急事態を位置付ける必要がある」と話す西修名誉教授（横浜市栄区）


　―有事法制などの根拠となる国家緊急事態条項を憲法で定めるべきだ、と。そう主張されていますね。

　「憲法で国家緊急権の根拠となる原則を定め、基本法、個別法の三重構造とするのがあるべき姿です。法律であらゆることを想定するのは不可能。必ず隙間があり、その都度、国会を召集して立法するのは非現実的です。憲法に明確な規定がないと、違憲審査の対象になります。（２０１５年９月成立の）安全保障関連法は、現在、憲法違反で訴えられようとしています」

　―高知県などでは防災への関心も高い。しかし、災害対策基本法など既存の基本法で対応できませんか。

　「国会そのものが破壊され、開けなくなったら、どうするか。大規模なサイバー攻撃で政府中枢がまひしたら？　そんな『最悪』に対応するのです」

　―憲法５４条は衆院の解散中であっても、参院の緊急集会で立法などの対応ができる、と定めています。

　「（衆参ダブル選挙などで）参院が選挙中のこともあり得る。そうなると、参院議員は半分。その状態で緊急集会を開くことは想定されていません。国民の生命・財産を守るのが国家の最大の任務ですから、憲法も当然、任務を果たさなければならない。憲法の真価は、まさに有事において発揮されるか否かで決まるんです」

　―公共の福祉のためには、現憲法下でも基本的人権などの制約を受けます。それでの対応は無理だ、と？

　「公共の福祉の範囲はできるだけ限定的に解釈すべきだ、と考える学者は多いんです。人権が必要以上に制約される恐れがあるからです。でも、国家権力を制約し、公共の福祉を限定的に解釈すべきだと主張する一方で、緊急事態の場合には公共の福祉を広く適用すべきだという論点は矛盾しています。実際、１９９０年以降に新しく制定された１０３カ国の憲法全てで、国家緊急事態対処条項が設定されています」

　―その１０３カ国を調べてみたら、旧ソ連だった国など国内外の情勢が安定していない国も多いのですが。

　「２０００年に施行されたスイスやフィンランドの憲法にも緊急事態条項が導入されています。緊急事態条項を日本の憲法に入れたら、『憲法秩序が破壊されてしまう』という議論がありますが、憲法秩序を維持するためにこそ、これが必要だと。それが世界の常識と言えます」

　―東日本大震災後、災害時の備えとして仙台市長は「震災で法改正は必要と感じたが、改憲が必要と考えたことはない」と話しています。

　「被災地の首長は、その管轄権の範囲内で対処しますが、（この問題は）国家的規模で考える必要がある。東日本大震災では物流の混乱など影響は広い範囲に及びました。南海トラフ地震が発生すれば、多くの地方自治体に関わる。憲法上の根拠に基づき、中央と地方が連携を密にし、切れ目のない法体制を構築すべきでしょう」

　―２０１５年１１月のパリ同時多発テロでフランスは法律に基づいて緊急状態を宣言し、令状無しで家宅捜索を３千カ所近く行いました。強引だという批判がフランス国内でも出ています。

　「フランスのこの法律は（憲法裁判所に当たる）憲法院で合憲という判断が示されています」

　―法律に基づいた行為でも（過度な家宅捜査などが）違憲となる可能性は。

　「その可能性はあるでしょう。オランド大統領はテロ対策のため非常事態宣言の発動などについて、憲法改正の必要性に言及していますし」

　―権力は往々にして暴走します。日本でその懸念はないですか。

　「そのために（緊急事態宣言には）国会の承認が必要です。自民党の憲法草案でもそうなっている。国会で不承認の議決があれば、緊急事態宣言を速やかに解除しなければならない、と。いざという場合は事後承認で良いと草案には書かれていますが、１００日を超えて継続する場合は、１００日を超えるごとに、事前に国会の承認を得なければならない、という内容になっています」

　―他国と比べ、１００日は長くないですか。

　「アメリカの戦争権限法では、６０日以内に連邦議会の承認がなければ、大統領は軍を撤退させなければなりません。その方式も参考になるでしょう」

　―詰まるところ、緊急事態への備えは、法律では無理だということでしょうか。

　「要は、国家緊急事態は憲法マターか、法律マターかの問題であって、私は憲法マターと思う。ドイツはかつて、ワイマール憲法の（大統領緊急令を定めた）４８条がうまくヒトラーに利用されました。現在のドイツ憲法は、連邦議会が国家緊急事態を確定します。ナチス独裁の体験を踏まえ、緊急事態の決定権を行政府に与えていません。このドイツ方式も（日本で）検討の対象にしてもいい」

　―東日本大震災時には緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（ＳＰＥＥＤＩ）の公表も遅れました。国家緊急事態条項を根拠に、情報統制が進む懸念はないでしょうか。

　「そういう情報はできるだけオープンにすべきです。（原発事故時の情報公開は）当時の民主党政権の対応に問題があり、その反省を生かすべきです」

　西修（にし・おさむ）名誉教授。
　１９４０年、富山市生まれ。早稲田大学政治経済学部政治学科卒業、早稲田大学大学院政治学研究科（憲法専修）博士課程修了。駒沢大学名誉教授。専攻は憲法、比較憲法学。



「被災地必要とせず」　大震災支援・小口幸人弁護士　 
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	▲ 「衆参同時選挙があっても半数の参院がおり、緊急集会を開いて事態に対応できる」と話す小口幸人弁護士（東京都渋谷区）


　―安倍首相が緊急事態条項の必要性に再三言及しています。その理由の一つとして挙がるのが、大災害への備え。東日本大震災の際に岩手県に住み、被災地で復旧に関わった立場から、この問題をどう考えますか。

　「実は、東日本大震災後、災害対策基本法は２回も改正されています。政府は、災害のための法改正は済んだという認識のはずなんですね」

　―震災時の救助活動などは、現行の憲法や法律で対応できたでしょうか。憲法の不備は実際にあったのでしょうか。

　「こんな相談が自治体からありました。ある住民が家の前に立ちはだかって自衛隊に対し、『捜索に入るな』と言っている、と。災害対策基本法には、除去や令状無しで立ち入りできるとの規定があるんですね。そう助言しました。建物内に生存者がいたり、遺体があれば腐って伝染病になったりする。捜索による立ち入りで得られる利益も大きいから、そういう法律になっているんです」

　「今の憲法は基本的人権を保障していますが、それは無制限ではありません。公共の福祉が認められる場合には、合理的な範囲で制約されるので、大災害時などの対応も現憲法で対応できます」

　―大震災の被災地では、一時的に物資が足りなくなったこともあります。憲法に緊急事態条項があれば対応できたのでしょうか。

　「それは備蓄の問題であって、憲法の話ではないですね。ガソリンなら、備蓄の量や場所を配置し直す。その上で石油会社各社と協定を結んでおく。原発事故で車が入れないなら、避難計画をちゃんと作ればいい」

　「自民党の改憲草案で一番怖いのは（緊急事態条項で政府による報道統制が可能になるので）例えば、災害時に原発事故がなかったことにされかねない、ことです。数週間、事故も隠せるでしょう。事故隠しは『混乱を防ぐためだった』と言われてしまう。その情報が『特定秘密だ』と言われたら、二度と表に出てきませんね」

　―大震災後の被災地では、憲法の緊急事態条項に慎重な首長が何人かいます。

　「被災地でそれを必要と思っている首長はいないでしょうね。首長だけでなく、大災害を経験した兵庫県や新潟県、宮城県など１７の弁護士会・連合会も国家緊急権の創設には反対しています」

　―国会議員の任期は憲法で規定され、選挙と大災害が重なることもあり得ます。だからこの条項が必要だと。その点は？

　「戦後、衆議院が任期満了を迎えたのは１度だけです。それに対して、約７０年間で選挙ができないような大災害は数回程度。任期満了と大震災が一緒に起こる確率は相当低い。まずそれが前提です」

　「議論すべきは、仮に災害が起きても実施できる選挙制度なんですね。東日本大震災の年は統一地方選の年でした。被災地では選挙を延期し、選挙人名簿を調整し直したり、避難所からバスで被災地に戻って投票したりした。これが、避難先でも投票できる仕組みならどうでしょう？　憲法ではなく、公職選挙法を変えて対応できるんです」

　―有事法制の根拠とするため、憲法に緊急事態条項を作れ、という意見もあります。

　「法律を解釈する時は法律の趣旨、目的、立法者の意思を考える必要があります。昭和５０（１９７５）年の国会で、当時の吉国一郎内閣法制局長官は『非常時立法と申すものにつきまして、一定の範囲内においてこれを制定することができることは申すまでもない』などと話している。つまり憲法を変えなくても非常時対応の法律は作れるし、実際に作られてきました」

　―国会が攻撃に遭ったら？

　「議事堂が国会を開ける場所でない。開会要件は定足数などであって、場所は規定されていません」

　―ドイツでは国家緊急権の発動権を議会が持っている。政府は発動できません。

　「ナチスの（独裁の）突破口になったのがワイマール憲法の緊急事態条項でした。ドイツはその教訓を生かし、絶対に暴走しないように（国家緊急権発動の）歯止めを多く設けた。為政者による乱用の恐れは山ほどありますから。日本では、民主主義の根幹に反するものだからそれを入れないという考えで今の憲法はできました」

　「権力は暴走する。それは戦前の日本でも起きたわけです。そういう歴史を踏まえずにできているのが自民党の草案です。先人の教訓が詰まったものを、教訓を忘れた者がつぶそうとしています」

　―現憲法でテロ防止に対応できますか。

　「テロは緊急事態条項の話ではない。令状無しの逮捕や家宅捜索、通信傍受などをどこまで広げるか、という刑事訴訟法の議論をもっとするべきです。民主主義は時に感情的に支配され、少数者の人権を無視することもある。だから、現憲法に過去の過ちを繰り返さないシステムが入り込んでいるんです」

　小口幸人（おぐち・ゆきひと）弁護士
　１９７８年、東京都生まれ。中央大学卒。岩手県宮古市の法律事務所所長、東京での弁護士活動などを経て２０１６年春から沖縄県で開業。
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自民党改憲草案（関連部分）

自民党改憲草案
　第９章　緊急事態
（緊急事態の宣言）
　第９８条　内閣総理大臣は、我が国に対する外部からの武力攻撃、内乱等による社会秩序の混乱、地震等による大規模な自然災害その他の法律で定める緊急事態において、特に必要があると認めるときは、法律の定めるところにより、閣議にかけて、緊急事態の宣言を発することができる。
　２　緊急事態の宣言は、法律の定めるところにより、事前又は事後に国会の承認を得なければならない。
　３　内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があったとき、国会が緊急事態の宣言を解除すべき旨を議決したとき、又は事態の推移により当該宣言を継続する必要がないと認めるときは、法律の定めるところにより、閣議にかけて、当該宣言を速やかに解除しなければならない。また、百日を超えて緊急事態の宣言を継続しようとするときは、百日を超えるごとに、事前に国会の承認を得なければならない。
　４　（略）
　（緊急事態の宣言の効果）
　第９９条　緊急事態の宣言が発せられたときは、法律の定めるところにより、内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定することができるほか、内閣総理大臣は財政上必要な支出その他の処分を行い、地方自治体の長に対して必要な指示をすることができる。
　２　前項の政令の制定及び処分については、法律の定めるところにより、事後に国会の承認を得なければならない。

　３　緊急事態の宣言が発せられた場合には、何人も、法律の定めるところにより、当該宣言に係る事態において国民の生命、身体及び財産を守るために行われる措置に関して発せられる国その他公の機関の指示に従わなければならない。この場合においても、（略）基本的人権に関する規定は、最大限に尊重されなければならない。
　４　緊急事態の宣言が発せられた場合においては、法律の定めるところにより、その宣言が効力を有する期間、衆議院は解散されないものとし、両議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることができる。
　（ゴシック・横線は高知新聞で付した）
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内閣法制局長官の答弁
　１９７５年の国会、吉国一郎内閣法制局長官（当時）の答弁〈一部抜粋〉

　「現行憲法の下において非常時立法ができないかというお尋ねですが、大規模災害が起こった、外国から侵略を受けた、大規模な撹乱（かくらん）が起こった、経済上の重要な混乱が起こったというような、非常事態に対応致しますための法制として考えますと、あくまで憲法に規定しております公共の福祉を確保する必要上の合理的な範囲内におきまして、国民の権利を制限したり、特定の義務を課したり、場合によりましては個々の臨機の措置を、具体的な条件の下に法律から授権を致しまして、あるいは政令によりあるいは省令によって行政府の処断に委ねるというようなことは現行憲法の下においても考えられる」
　「災害対策基本法で、非常災害が起こりました場合に、財政上、金融上の相当思い切った措置を講じ得るようになっておりますが、これもその度に政令をもって具体的内容を規定致すことになっております」
　「このように、現憲法下におきましても特定の条件の下においてはこのような立法ができることは明らかで、非常時立法につきまして、一定の範囲内において制定することができることは申すまでもない」
　「もちろん、旧憲法（日本帝国憲法）において認められておりました戒厳の制度でございますとか、非常大権の制度というものが取れないことは当然のことでございます」

語　録

■安倍晋三首相
　「どの条項を改正するかとの新たな現実的な段階に移ってきた」（１月２１日、参院決算委員会）
　「自民党の改憲草案は９条２項を改正して自衛権を明記し、新たに自衛のための組織設置を規定するなど、将来あるべき憲法の姿を示している。国会は改憲を発議するだけで、決めるのは国民だ。国会が国民に決めてもらうことすらしないのは責任の放棄ではないのか」（２月３日、衆院予算委員会）

　■自民党の古屋圭司憲法改正推進本部長代理（２０１５年９月３０日、都内の会合）
　「本音は９条（改正）だが、リスクも考えないといけない。緊急性が高く、国民の支持も得やすいのは緊急事態条項だ。本音を言わずにスタートしたい。（お試し改憲ではないかと野党などは批判するが）お試し改憲でいけないのか。問題ない」

　■福島瑞穂社民党副党首（１月１９日、参院予算委員会）
　「（緊急事態の宣言下で）内閣が法律と同じ効力の政令を出すなら、『国会の死』ではないか。ナチス・ドイツの『全権委任法』と同じだ。許すわけにはいかない」

　■長谷部恭男早稲田大教授＝憲法学（２月５日、「立憲デモクラシーの会」の集会）
　「（緊急事態条項の新設は）必要ない。日本では災害対策基本法や有事法制で必要なものは既にできている。『外敵が攻めてきた時に総選挙ができない』というめったに起きないことを想定するのは、重箱の隅をつつくような議論だ」

■石川健治東京大教授＝憲法学（２月５日、「立憲デモクラシーの会」の集会）
　「憲法に緊急事態条項を設けるのは、例外をノーマル化することを意味する。（政府が）普通にできてしまうことの範囲を広げる危険性を認識するべきだ」

志位共産委員長が社民大会出席へ
　共産党の志位和夫委員長は１９日の記者会見で、東京都内で２０日に開かれる社民党大会に来賓として出席することを明らかにした。共産党トップの同大会出席は初めて。安全保障法廃止に向けた野党共闘の機運を高めるため、招待に応じた。　
　社民党によると、大会には志位氏のほか、民主党の枝野幸男幹事長、維新の党の今井雅人幹事長、生活の党の小沢一郎代表、安保法廃止を求める学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」代表も出席する。（時事通信2016/02/19-12:14）
ジュネーブでの説明に「遺憾」＝朝日新聞、外務省に申し入れ
　ジュネーブで１６日に開かれた国連女子差別撤廃委員会の対日審査で、杉山晋輔外務審議官が行った慰安婦問題の説明に対し、朝日新聞社は１９日、「根拠を示さない発言」で遺憾だと、外務省に文書で申し入れたと明らかにした。杉山氏は、韓国で女性を強制連行したと主張する故・吉田清治氏の証言を朝日新聞が報じ「国際社会に大きな影響を与えた」と説明した。
　朝日新聞は１８日の申し入れで「吉田氏の証言を虚偽と判断し、関連記事を取り消した。こうした事態を招いたことは大変重く受け止めている」と説明。一方で国際社会への影響は、慰安婦報道を検証した第三者委員会でも見解が分かれており、杉山氏の発言は根拠がないと主張した。（時事通信2016/02/19-12:06）
自民、京都３区擁立見送りへ＝府連はなお模索－衆院補選
　自民党の谷垣禎一幹事長は１９日、京都府連会長の西田昌司参院議員と党本部で会い、宮崎謙介氏の辞職に伴う衆院京都３区補欠選挙（４月１２日告示－同２４日投開票）への公認候補擁立を見送る考えを伝えた。西田氏はこれに納得せず、府連独自に擁立を模索すると記者団に表明した。
　谷垣氏は席上、宮崎氏の辞職理由が女性タレントとの不倫問題だったことから、「全体の流れの中で出せないのではないか」と、不戦敗もやむを得ないとの認識を示した。
　西田氏は会談後、記者団に「敵前逃亡はあり得ない。府連としては必ず立てるという覚悟に変わりはない」と述べた。　（時事通信2016/02/19-20:18）2016/02/19-20:18
自民・谷垣氏、補選への候補擁立に難色　宮崎元議員辞職
朝日新聞デジタル　2016年2月20日00時50分
　宮崎謙介元衆院議員（自民党を離党）が辞職したことに伴う４月の京都３区補選について、自民党の谷垣禎一幹事長は１９日、党京都府連会長の西田昌司参院議員に対し、公認候補の擁立に難色を示した。
　西田氏によると、谷垣氏は「全体の流れの中では出せないのではないか」と述べたという。西田氏は会談後「候補者を立てないと組織を弱体化させてしまう。府連として必ず立てる覚悟は変わりない」と語った。しかし、公明党幹部が、自民側に「自民が誰を擁立しても支援できない」と伝えていることもあり、自民執行部内には擁立に否定的な意見が強い。
衆院定数１０減、実現に前進＝安倍首相「先送りせぬ」
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　衆院議長の諮問機関が答申した議員定数１０削減を柱とする選挙制度改革が、実現に向けて一歩前進した。安倍晋三首相が１９日の衆院予算委員会で、自民党総裁として答申を基本的に受け入れる意向を表明。民主党や公明党なども答申を尊重する方針を示しているためだ。ただ、小選挙区定数の削減に対しては自民党に反対論が根強く、意見集約に手間取る可能性もある。６月１日までの今国会で関連法改正ができるかはなお不透明だ。
　首相は予算委で、答申を受けた対応について「先送りせず決めていく。自民党総裁としてその方向で（党の）議論をまとめたい」と明言。自民党は首相の意向に沿って、既にまとめている選挙制度改革案の練り直しに着手した。
　議長の諮問機関の答申は、人口比をより忠実に反映するとされる「アダムズ方式」に基づき、小選挙区を東京、愛知など５都県で計７増やし、宮城、広島など１３県で１ずつ減らす「７増１３減」と、比例代表４減を組み合わせ、定数を全体で１０減らすのが柱。これに対し、各党は２２日にそれぞれの見解を大島理森衆院議長に報告する。政党間協議を経て今国会で公職選挙法など関連法の改正を目指す。　
　自民党は、（1）「１票の格差」是正は２０１５年の簡易国勢調査に基づき、都道府県ごとの区割り見直しで対応（2）定数削減は２０年の大規模国勢調査を受けて実施－する案をまとめていたが、首相は１９日の予算委で、定数削減を１５年調査に基づいて前倒しする方針を打ち出した。簡易調査の速報値は２６日に公表される。ただ、定数配分の根拠となるアダムズ方式について、首相は受け入れを明言せず、各党協議に委ねる考えを示した。自民党は小選挙区の「０増６減」案を検討している。
　選挙制度改革の実現には、定数削減を盛り込んだ公選法の改正がまず必要。その上で、衆院議員選挙区画定審議会（区割り審）が新たな選挙区の線引きを行い、首相に勧告。これに基づく公選法改正を再び実施、周知期間を経て施行される段取りだ。このため、新たな制度が衆院選で適用されるのは早くても来年以降となる見通しだ。（時事通信2016/02/19-19:15）2016/02/19-19:15
衆院定数10削減で調整へ　2月中にも与野党協議　

共同通信　2016/2/19 20:05
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　衆院予算委で質問する民主党の野田前首相（左）と答弁する安倍首相＝19日午後　自民、民主など与野党各党は19日、衆院選挙制度改革をめぐり、議員定数10減の実現に向け2月中にも協議を始め、調整に入る見通しとなった。安倍晋三首相（自民党総裁）は衆院予算委員会で民主党の野田佳彦前首相に「先送りせずに決めていく」と述べ、2015年の国勢調査に基づき定数を削減すると表明した。各党は今国会中の公選法など関連法改正と「1票の格差」是正を目指すが、「身を切る改革」とされる議席の削減や、新たな配分方法をめぐっては曲折も予想される。

　各党は22日、衆院選挙制度に関する有識者調査会が1月に示した答申について、大島理森衆院議長に見解を伝える。

首相「15年国勢調査もとに衆院定数削減」　野田前首相に答弁 
日経新聞　2016/2/19 14:40
　安倍晋三首相は19日午後の衆院予算委員会で、衆院定数を近く発表予定の2015年の簡易国勢調査をもとに10削減する方針を示した。自民党案の「20年以降」から前倒しする意向で「自民党の総裁として議論をまとめていきたい」と述べた。民主党の野田佳彦前首相に対する答弁。
　野田氏と安倍首相の本格的な論戦は野田氏が首相、安倍氏が自民党総裁として党首討論を交わした12年11月14日以来となる。野田氏は当時の討論で消費税率を８％に引き上げる前に定数削減を含む選挙制度改革をすると約束していたはずだと指摘。安倍政権のこれまでの対応を「遅きに失した」と批判した。
　野田氏は一方で、20年以降に先送りはしないという今回の方針には一定の評価を示し、各党の主張する「細部や技術的な要因」で定数削減の問題が暗礁に乗り上げないようにくぎを刺した。安倍首相は「高い立場に立って詰めていく。指導力を発揮していく」と応じた。
〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
定数削減「安倍さん、どや顔で言うな」民主・野田前首相
朝日新聞デジタル　2016年2月20日00時07分
■民主党の野田佳彦前首相
　「私なんかが（質問に）立っていいのかな」という思いも持っていたが、（２０１２年の党首討論で衆院解散と引き換えに、安倍晋三首相と約束した議員の）定数削減が膠着（こうちゃく）状態のまま４年間が経ってしまった。失った仲間もいっぱいいる中で、落とし前をつけないといけない時期だったので、その役割は最大限、果たしていきたいと思った。
　１３年の通常国会で合意に基づいて結論を出せなかったということは残念ながらウソをついたこと。（安倍氏は）それをもっと恥じて欲しい。開き直った答弁が多かったが、反省の弁がなく、責任感がないなと痛感した。安倍さんは汚名返上のラストチャンスだ。しっかり（衆院議長の諮問機関の）答申通り、きちっと法案づくりにいけるようにやってもらいたい。
　（当初の自民案より１０削減の時期を前倒しすると表明したことも）できるんだったら、最初からやれって。何となく見え透いているんですよ。あまりにも自民党が後ろ向きだったことを普通の政党並みにしただけのことじゃないですか。サプライズでも何でもないですよ。「どや顔で言うな」と思いますよ。
　残念ながら時間がなくてやれませんでしたが、本当は軽減税率の話も（質疑で）やりたかった。総合合算制度をやめて、大間のマグロや霜降り和牛を買う人たちの分も軽減される財源に行くんでしょ？　本末転倒で社会保障と税の一体改革の意味がわかっていない。しかも６千億円の財源の手当てをやらない。選挙が終わってからでしょ。「ｎｅｘｔ　ｅｌｅｃｔｉｏｎ」（次の選挙）しか考えていないということも含めて、言いたいことはいっぱいある。（衆院予算委員会で安倍晋三首相への質問後、記者団に）
定数１０削減、１５年の国勢調査を基に実施へ　首相方針
朝日新聞デジタル　2016年2月19日13時28分

衆院予算委で答弁する安倍晋三首相＝１９日午前９時１１分、飯塚晋一撮影




　安倍晋三首相は１９日午前の衆院予算委員会で、衆院選挙制度改革に伴う議員定数の削減について、２０１５年の簡易国勢調査の結果に基づいて１０減する方針を示した。自民党は２０年の大規模国勢調査に基づいて削減する案をまとめていたが、前倒しを明言した。政党間協議を経て今国会での関連法改正をめざすが、新制度が衆院選に適用されるのは早くても来年になる見通し。
　首相は予算委で自民議員の質問に対し、今月中に公表される１５年の国勢調査に基づき、区割りの見直しと定数削減の案をまとめると表明。そのうえで「定数１０削減は必ず実現する。２０年の国勢調査まで先送りをすることは決してしない」と述べた。
　これまでの自民案は、小選挙区の「一票の格差」を２倍未満に抑えるため、１５年の国勢調査結果に基づいて都道府県内の区割りを見直し▽２０年の国勢調査結果に基づいて都道府県単位の定数配分を見直し、同時に定数を小選挙区で６減、比例区で４減する――ことを柱としていた。
　これに対し、民主党の枝野幸男幹事長は「わずか１０の定数削減すら先送りするのは論外だ」と批判。連立を組む公明党の井上義久幹事長も「定数削減先送りについては、国民の理解を得るのは難しい」との懸念を示していた。
自民「定数１０減」に着手…衆院制度改革

読売新聞　2016年02月19日 22時17分



衆院予算委員会で質問する野田前首相

　自民党は１９日、安倍首相が２０１５年国勢調査に基づいて早急に衆院の議員定数削減を実施する方針を表明したことを受け、公職選挙法改正案の作成に着手した。

　定数削減は、小選挙区の区割り見直しと同時に行う。野党にも協力を呼びかける方針だ。自民党は当初、２０年の国勢調査を受けて定数を削減するとしていたが、５年前倒しする。

　１９日の衆院予算委員会では、民主党の野田前首相が質問に立ち、「定数削減がいまだに実現されていない。約束の中身を覚えているか」と迫った。首相は「定数１０削減を行っていく。先送りせずに決めていく。自民党総裁としてその方向に議論をまとめたい」と重ねて強調した。

　野田氏は、首相時代の１２年１１月、当時の野党・自民党の安倍総裁との党首討論で、定数削減の確約と引き換えに衆院を解散すると表明。党首討論の２日後、民主、自民、公明の３党は１３年通常国会で定数削減の結論を出すことで合意した経緯がある。

定数削減巡り現首相と前首相 異例の論戦
NHK　2月19日 18時44分
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衆議院予算委員会の集中審議で、民主党の野田・前総理大臣が、４年前、当時の自民党の安倍総裁との党首討論で議員定数の削減を条件に示して、衆議院を解散したにもかかわらず、安倍総理大臣は約束を果たしていないと批判しました。これに対し、安倍総理大臣は、定数削減を実現できなかった責任は民主党にもあると反論したうえで、自民党の方針から時期を前倒しして、去年の簡易国勢調査に基づき定数の１０削減を実現する考えを示しました。
衆議院予算委員会の集中審議は、総理大臣経験者が現職の総理大臣に直接挑む、極めて異例の論戦となりました。 
衆議院選挙制度の見直し
この中で、民主党の野田・前総理大臣は、４年前、総理大臣として、当時の自民党の安倍総裁との党首討論で、議員定数の削減を条件に示して衆議院の解散に応じた経緯を踏まえ、「安倍さんが、次の通常国会で定数削減を含む選挙制度改革を『しっかりやります』と言ったのを受けて、私は解散し、約束を果たした。国民の前での約束であり、民主、自民、公明の３党で合意文書をまとめた。国民にうそをついたことにならないか。満身の怒りを込めて抗議したい」と批判しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「民主党が第１党だったときには民主党に責任があり、結果をしっかりとお互いにかみしめるべきで、共同責任だ。われわれは定数の『０増５減』を実行したが、その区割り法案に民主党が反対したことは大変残念だ」と反論しました。
　さらに、野田氏は「定数削減を主張してきた政党の足並みは、ほぼそろっている。民主党は有識者調査会の答申をそのまま法制化し、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を『アダムズ方式』と呼ばれる仕組みに変更して、定数を１０削減する。安倍総理大臣の指導力で自民党に徹底してもらいたい」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「去年の簡易国勢調査にのっとり区割りを調整する際、定数の１０削減を行う。先送りはせずに決めていく。まだ自民党で議論しているが、総裁としてその方向に議論をまとめていきたい」と述べ、４年後の大規模な国勢調査を受けて定数削減を行うとしている自民党の方針から時期を前倒しして、去年の簡易国勢調査に基づく区割りの見直しに合わせて定数の１０削減を実現する考えを示しました。
　さらに、野田氏は「一定の前進だとは思うが、ここまで来るのに遅きに失したということだ。定数１０削減で終わるのではなく、引き続き定数削減も含めた選挙制度改革を協議していくと確約してもらいたい」と求めました。
　これに対し、安倍総理大臣は「来週２２日に有識者調査会の答申に対する考え方を各党が持ち寄る。わが党がどういう方針を取るか、総裁として指導力を発揮していくつもりだ。ただ、まずはどのように進めていくか、衆議院議長の元で議論してもらいたい」と述べるにとどめました。
安倍政権の経済政策・アベノミクスの是非
一方、野田氏は、安倍政権の経済政策・アベノミクスについて、「民主党政権時のＧＤＰ＝国内総生産の伸び率は、実質で年平均１．７％だが、安倍政権の３年間は０．６％だ。アベノミクスとか三本の矢とか言ったわりには低くないか。きちんと数字に向き合う素直さを持ってほしい」と指摘しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「デフレを肯定するのであれば、これはいい数字ということになるが、われわれは違う。名目ＧＤＰが実質ＧＤＰを上回る、しっかりとデフレから脱却しているという姿を作った。成長と分配の好循環を回していくことで、３つの的に向かって、しっかり政策を進めていきたい」と述べました。
消費税率の引き上げ
また、安倍総理大臣は、来年４月の消費税率の１０％への引き上げに関連して、さらに引き上げる考えがあるのか問われたのに対し、「全くそんなことは考えていない。私が総理大臣を務めていると見通しができる将来においては考えていない」と述べました。
野田前首相「責任感ないことを痛感」
民主党の野田・前総理大臣は、国会内で記者団に対し、「私が質問に立ってよいのかという気持ちを持っていたが、議員定数の削減がこう着状態のまま４年目に入り、決着をつけなければならない時期なので、その役割を最大限、果たしていきたいと思い、質問に立った」と述べました。そのうえで、野田氏は、「２０１３年の通常国会で、定数削減の結論を出さなかったことは、残念ながら、安倍総理大臣はうそをついたということだ。それをもっと恥じてほしいと思うが、開き直った答弁が多く、責任感がないことを痛感した。安倍総理大臣のリーダーシップで、定数削減の時期を前倒しするという話だが、あまりにも後ろ向きだった自民党が、ようやく各党並みになってきたというだけで、評価する話ではもともとない」と述べました。
自民 定数削減の時期 首相の意向に沿い意見集約を
NHK　2月19日 12時55分
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、安倍総理大臣が定数削減の時期を自民党の方針から前倒しする考えを表明したことを受けて、自民党は、安倍総理大臣の意向に沿って党内の意見集約を急ぐ方針を確認しました。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、安倍総理大臣は衆議院予算委員会の集中審議で、４年後の大規模な国勢調査を受けて定数削減を行うとしている自民党の方針から時期を前倒しして、去年の簡易国勢調査に基づく区割りの見直しに合わせて定数の１０削減を実現する考えを表明しました。
　これを受けて、自民党の役員連絡会で谷垣幹事長は、「安倍総理大臣の方針が示されたので、今後、細田幹事長代行を中心に党内の手続きを進めていきたい」と述べました。そして、来週２４日に、党の選挙制度調査会などの会合を開いて議論するなど、安倍総理大臣の意向に沿って党内の意見集約を急ぐ方針を確認しました。
　また、谷垣氏は、自民党の閣僚や議員の言動に批判が相次いでいることに関連して、「誤解を招く発言が積み重なると、国民の支持を一気に失うことにもなりかねず、謙虚に、慎重に発言するようお願いする。政府・与党で結束して、この局面を乗り切りたい」と述べ、緊張感を持った対応をするよう重ねて指示しました。 
官房長官 判決受け首相自身が考えた
安倍総理大臣が定数削減の時期を自民党の方針から前倒しする考えを表明したことを受けて、菅官房長官は閣議の後の記者会見で、「議会政治の根幹に関わる重要な問題であり、国会や各党各会派に、ご議論いただくべき事柄だと考え、今後の議論を見守っていきたいと、安倍総理大臣はこれまで答弁していた。同時に、先般の最高裁判決は厳粛に受け止めているという中で、安倍総理大臣ご自身が考えられたということだ。いずれにしろ各党各会派で議論していってもらうことが大事だ」と述べました。
谷垣幹事長 首相の中には前々からあった
自民党の谷垣幹事長は記者会見で、「安倍総理大臣の中には、前々から、定数削減の時期をもう少し前倒しできないかという気持ちは、ずっとあったと思う。４年前に、野党時代の自民党総裁として臨んだ、民主党の野田前総理大臣との党首討論で、言及した記憶があるのではないか。どういうふうに前倒しをするかは、各党とも、議論をしなければいけない」と述べました。
細田幹事長代行 論調に動かされたのでは
自民党の選挙制度改革の責任者を務める細田幹事長代行は、国会内で記者団に対し、「有識者調査会の答申では、『大規模な国勢調査の結果で都道府県別の定数を見直せ』と明記されていたが、その後の新聞の論調などは、『すぐに定数削減を行え』ということだ。そういう動きに安倍総理大臣が動かされたのではないかと推察している」と述べました。また、細田氏は、今後の党内の議論を安倍総理大臣の意向に沿って進めるとしたうえで、「去年の簡易国勢調査の結果を見ながら、１票の格差是正を基本に、合わせて定数削減を行う法案を作り、来週２４日に党の合同会議に提示する」と述べました。
公明 井上幹事長 削減は最新がベター
公明党の井上幹事長は記者会見で、「私も、２０２０年以降の定数削減という自民党の方針で、国民の理解を得られるだろうかと申し上げたが、そういうことも踏まえて、自民党としての方向性を出されたのではないか。去年の簡易調査の結果が、年内に出るわけだから、削減は、最新のものを踏まえるのがベターだ」と述べました。
衆院選挙改革 　安倍首相「定数１０減」方法示さず
毎日新聞2016年2月19日　23時00分（最終更新　2月20日　00時12分）
　安倍晋三首相は１９日の衆院予算委員会の集中審議で、衆院議長の諮問会議の答申に盛り込まれた定数１０削減を２０１５年の簡易国勢調査に基づいて行う考えを表明した。ただ、自民党は、答申が示した各都道府県への定数配分見直しなど抜本改革は２０年の大規模国勢調査以降に行う方針だ。公明党や民主党などの野党は答申全体の受け入れを求めており、与野党協議は難航する可能性がある。 
　１９日は民主党の野田佳彦前首相が質問に立った。安倍、野田両氏が直接対決するのは１２年１１月の党首討論以来。当時の野田首相が、自民党の安倍総裁に衆院解散と引き換えに定数削減を呼びかけた経緯があり、野田氏は「定数削減がいまだに実現していない」と追及。首相は「（２６日に公表予定の）国勢の簡易調査に出る結果で区割りを改定するが、その際に１０減をしっかり盛り込んでいく」と述べた。 
　首相の「１０削減の前倒し表明」に対し、野田氏は「前進した。きょう（質問に）立った意味がかろうじてあった」としたうえで、「アダムズ方式を採用するかどうか確定しないようだが、そこに党利党略が出る可能性がある」と述べた。 
　「アダムズ方式」は各都道府県の定数配分について現行制度より人口比を反映できるとされ、答申の柱だ。答申は、１０年国勢調査に基づき「小選挙区７増１３減、比例代表１増５減」での１０減を示している。野田氏の質問は、「１０削減」の方法に触れない首相に対し、答申に沿った形での実現を求めたものだ。 
　しかし、首相は「小選挙区の６減は客観的な一定のルールで決めなければならない。それは私が決めることではなく、各党が集まる場で決めていただきたい」と述べるにとどめ、削減方法については明言しなかった。 
　首相の発言に関連し、ある党幹部は「小選挙区は７増１３減ではなく０増６減だ」と解説。アダムズ方式を反映した答申全体を実施するのは２０年の国勢調査以降に先送りするとの考えを示した。背景には、アダムズ方式では人口の少ない県の定数が少なくなるため、自民党内に反発が根強いことがある。 
　一方、野田氏は「まず１０削減をお互い努力して実現する。１０で終わるのではなく、引き続き定数削減も含めた選挙制度改革を協議していこう」と呼びかけ、今国会中の答申に基づく関連法改正を求めたが、首相は「議長の下で総裁として指導力を発揮していく」と述べるにとどめた。 
　自民が抜本改革を避ければ今国会での関連法改正の実現も危ぶまれてくる。野田氏は質問終了後、記者団に対し「十分気をつけて各党協議を進めてほしい」と自民側の動きに警戒感を示した。民主党の岡田克也代表も１９日の記者会見で「放っておくと（０増）６減だけやり、比例代表で４減らすのだろうが、そういうことになりかねない」と指摘した。【野原大輔】 
１２年に約束…論戦直前首相「先送りせず」　　衆院定数１０減へ一歩
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　安倍晋三首相（自民党総裁）は十九日の衆院予算委員会で、衆院選挙制度に関する有識者調査会の答申に盛り込まれた議員定数十削減を、近く公表される二〇一五年簡易国勢調査に基づく小選挙区の区割り見直しに合わせて実現することを明言した。二〇年の大規模国勢調査以降に先送りする自民党の方針を転換した。これで定数削減に賛成する各政党の足並みがそろい、実現に向けて動きだす可能性が出てきた。

　首相は定数十削減について「多くの政党が受け入れ可能なところまで来た。一五年国勢調査に基づく区割り見直しに合わせて実施する。二〇年調査まで先送りすることは決してない」と述べた。自民党は二十四日に衆院選挙制度改革の関連合同会議を開き、削減時期の前倒しで党内の了承を得る考え。

　公明党は十九日の党政治改革本部で定数削減などについて協議。北側一雄副代表は会合後、首相の方針について「尊重する方向になるのではないか」と同調する考えを記者団に示した。野党では民主、維新両党などが定数十削減を含めた答申内容を受け入れる考えを示している。一方で共産、社民両党は定数削減に反対を表明している。

　与野党は二十二日に答申に対する考え方を大島理森（ただもり）衆院議長に伝え、定数削減のほかに「一票の不平等」是正などを盛り込んだ関連法案の今国会中の成立に向け具体的協議に入る見通し。

　法案成立後も区割り見直し作業や関連法案の再改正などの手続きに一年余はかかるため、年内に衆院解散があった場合は、最高裁が指摘した「違憲状態」が解消されないまま、選挙が行われる可能性が高い。

◆野田氏へ負い目急転換

　安倍晋三首相が十九日の衆院予算委員会で、有識者調査会が示した議員定数十の削減時期について先送りしないと表明したのは、民主党の野田佳彦前首相が質問に立つ直前だった。首相がこのタイミングを選んだのは、野党自民党総裁だった四年前に党首討論で、当時の民主党政権の野田首相に消費税増税とセットで議員定数削減すると約束しておきながら、先送りしてきた負い目があったからだ。　（新開浩）

　自民党は議員定数削減を行う時期について、二〇二〇年に先送りすると表明したばかり。首相も当初、自民党案を有識者調査会の答申に沿う内容だと評価していた。ではなぜ、方針転換したのか。

　自民党の谷垣禎一幹事長は十九日の記者会見で、かつての野田氏との論戦を踏まえ「あのときの党首討論の記憶が、かなり気持ちの中にあるのではないか」と述べた。

　実際、首相は野田氏が衆院予算委で質問する前日の十八日、自民党の選挙制度改革案をまとめた細田博之幹事長代行に、定数削減を二〇年から前倒しするよう指示した。

　安倍氏は一二年十一月、野田氏から党首討論で、自民党が要求していた衆院解散に応じる代わりに、一三年通常国会までの定数削減を約束するよう要求され「今この場でしっかりやると約束する」と応じた。しかし、安倍政権が実現したのは緊急避難的に小選挙区の一票の格差を縮める「〇増五減」だけだった。

　自民党が今月十日にまとめた選挙制度改革案は、有識者調査会の答申が十年ごとの大規模国勢調査に基づき定数配分を見直すよう指摘したことを踏まえ「二〇年の調査の際に答申に沿って削減を行う」と明記し、定数削減を先送りする方針を示した。国民に約束した身を切る改革より、党内の慎重論を優先したからだ。

　首相も自民党案を評価し、定数十削減には「選出された地域の人々が自分たちの代表を失う」と明言していた。

　一方、野田氏は予算委終了後、記者団に「定数削減にあまりにも後ろ向きだった自民党がようやく各党並みになっただけ」と述べ、首相を皮肉った。

衆院、来年にも定数１０減へ　首相、自民の先送り案撤回
朝日新聞デジタル　南彰　2016年2月20日01時38分
　衆院の議員定数が１０削減される方向になり、新定数での衆院選は２０１７年以降に実施される見通しになった。安倍晋三首相が１９日、定数削減を２１年以降に先送りする自民党の案を撤回。１５年の簡易国勢調査の結果に基づき、衆院議長の諮問機関の答申に沿って小選挙区で６、比例区で４の計１０減する方針を示した。公明党、民主党も同調するとみられ、今国会に関連法案が提出される見通しだ。
　首相は１９日の衆院予算委員会で定数削減を先送りしないと表明。民主党の野田佳彦前首相の質問に、「党総裁として議論をまとめたい」と述べた。
　定数削減については、当時の野田首相と自民党総裁の安倍氏が１２年１１月の党首討論の際、消費増税の自公民３党合意を受けた「身を切る改革」として実現することを約束。３党が１３年の通常国会で実現させるとの合意書を交わし、衆院が解散された。だが、実現しないまま１４年末にも衆院が解散され、その後も暗礁に乗り上げていた。
　これまで、自民党は定数削減に後ろ向きだとして、野党や世論の批判が強かった。首相は、定数削減や「一票の格差」是正といった衆院選挙制度改革が間に合わなくても、解散権は縛られないとの見解を示しているが、定数削減にめどがつくことで批判がやわらぎ、夏の衆参同日選を含めて衆院を解散する環境がより整うとの見方もある。
衆院定数１０減、前倒し＝１５年国勢調査に併せ実施－安倍首相明言
　安倍晋三首相（自民党総裁）は１９日の衆院予算委員会で、衆院議員の定数削減に関し、「間もなく公表される２０１５年の（簡易）国勢調査に基づく区割り見直しを行う際、併せて１０削減を実施する」と表明した。同調査の速報値は２６日に公表される。自民党は２０年の大規模国勢調査を受けて１０削減を実施する方針を示していたが、首相は「２０年まで先送りすることは決してない」と明言した。
　同党の田村憲久氏への答弁。首相は「これが自民党総裁としての私の方針だ。この方針の上に党内の議論をしてほしい」と述べた。「定数削減は民主主義の土俵についての議論だから、多くの政党が受け入れることが重要だ」と指摘。衆院議長の諮問機関が答申した定数１０減について「多くの政党が受け入れ可能だというところまできた。１０削減は必ず実現する」として、各党との合意を急ぐ考えを強調した。　
　定数削減を「２０年以降」としてきた自民党案に対しては、民主党などが「先送り」と批判し、公明党も早期の実施を求めていた。自民党内には定数削減への反対論が根強いが、首相は自民党案では国民の理解が得られないと判断した。
　首相の意向を受け、自民党は新たな見直し案の検討を急ぎ、２４日に党の選挙制度改革問題統括本部（本部長・細田博之幹事長代行）などの合同会議を開き、新方針を提示する。一方、与野党は２２日に大島理森衆院議長に対し、それぞれの党の見解を伝え、制度見直しの論議を本格化させる。（2016/02/19-11:45）
衆院定数削減に関する安倍首相発言
　衆院定数削減に関する安倍晋三首相の１９日の衆院予算委員会での答弁は次の通り。
　第三者委員会（衆院議長の諮問機関）の答申に盛り込まれた定数１０削減は多くの政党が受け入れ可能だというところまできた。定数１０削減は必ず実現するということをまず申し上げたい。
　今後、衆院議長の下で各党協議が行われるが、定数１０削減は間もなく公表される２０１５年国勢調査に基づく区割りの見直しを行う際に、併せて１０削減を実施する。そして２０年国勢調査まで（削減を）先送りをすることは決してしない。これが自民党総裁としての私の方針だ。この方針の上に党内の議論をしていただきたい。（時事通信2016/02/19-09:55）2016/02/19-09:55
公明、執行部に対応一任＝定数削減前倒しの安倍首相方針歓迎－衆院選改革
　公明党は１９日午前、衆院議員会館で政治改革本部（本部長・北側一雄副代表）の会合を開き、衆院議長の諮問機関が答申した選挙制度改革案への対応を議論した。党内には、議員定数の１０削減を柱とする答申内容への異論は基本的にない。会合では、２２日の議長に対する党の見解表明について、執行部に一任することを決めた。
　定数削減に関し出席者からは、２０１５年の簡易国勢調査に基づく区割り見直しの際に１０削減するとの安倍晋三首相の方針について、「十分理解できるのではないか」と歓迎する声が上がった。会合後、北側氏は「首相の発言は尊重していく方向になるのではないか」と述べた。　（2016/02/19-13:08）
定数削減、首相意向を尊重＝自民執行部
　自民党の高村正彦副総裁は１９日の党役員連絡会で、安倍晋三首相（党総裁）が衆院定数削減の前倒し実施を表明したことについて、「できるだけ総裁の意思に沿って、党内の取りまとめが図られるよう、細田博之幹事長代行を中心にお願いしたい」と述べた。
　谷垣禎一幹事長はこの後の記者会見で、首相が踏み切った理由について「気持ちの中に、野党総裁としての党首討論の記憶があるのではないか」と指摘。民主党の野田佳彦前首相と２０１２年の党首討論で交わした定数削減の約束が念頭にあるとの見方を示した。　（時事通信2016/02/19-11:56）
安倍首相“議席削減前倒し表明”背景には…
日本テレビ系（NNN） 2月19日(金)18時26分配信
　衆議院議員の定数を１０議席削減する事について自民党は、２０２０年以降に先送りする案をまとめている。こうした中、安倍首相は１９日午前、これまでの方針を改め、近く公表される国勢調査に基づき定数削減を実施する方針を表明した。安倍首相が削減の前倒しを表明した背景には何があるのか。政治部・青山和弘記者が解説。
　野田前首相との論戦が控えていた事は、一つのきっかけになっているが、安倍首相には衆議院解散を含む政局の主導権を握りたいという思惑がある。
　定数削減を含む選挙制度改革の法案成立は、次の衆議院選挙を行ういわば前提条件となっている。そのため、安倍首相が衆議院解散という伝家の宝刀を振るうためには、法案を成立させておかなければならない。
　自民党が取りまとめた、定数削減を２０２０年以降に先送りする案に対しては民主党の岡田代表が「国民にウソをついたと言われても仕方がない」と批判するなど、与野党で合意するのは困難な情勢だった。そこで、安倍首相自らが前倒しを表明する事で、今国会での法案成立に向けて与野党協議を加速させたい考え。
　自民党幹部の一人は「官邸は、一番勝てるタイミングで総選挙をやろうとしている」と話している。世論や経済の動き、野党側の準備状況、そして夏に予定されている参議院選挙の情勢などもにらみながら、安倍首相は総合的に判断する考え。
社説　法制局文書　国会提出は当然だ
朝日新聞デジタル　2016年2月20日（土）付
　政府の憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を認めた閣議決定は正当なのか――。
　いまなお論争が続くこの問題に関連し、内閣法制局が内部文書の国会提出を拒んでいる。
　焦点になっているのは、法制局が国会審議に備えてつくった「想定問答」だ。横畠裕介内閣法制局長官は参院の決算委員会で存在を認める一方、公文書管理法で保存が義務づけられている「行政文書」にはあたらないとの見解を示した。
　受け入れ難い答弁だ。
　公文書管理法の趣旨は、行政機関の意思決定の過程を外から検証できるよう文書保存を義務づけるものだ。横畠長官は「担当者から想定ベースの答弁資料の案をもらった」としながらも、使えないと判断して差し戻した文書だから保存義務はないと説明する。しかし、それこそが法制局内の意思決定の過程を示す文書ではないか。
　行政機関が恣意（しい）的な判断で文書を保存する、しないを決めてしまえば、あらゆる政策決定の是非を検証できなくなってしまう。国民の判断材料を奪うことになり、ひいては民主主義の土台を崩す。
　かりに想定問答が公文書管理法が定義する行政文書に当たらないとしても、憲法９条の解釈変更という重大な決定に関わる文書である。国会から求められれば提出するのは当然だ。
　かつて内閣法制局は、集団的自衛権の行使を認めるには「憲法改正という手段をとらざるを得ない。従って、そういう手段をとらない限り（行使は）できない」と答弁し、歴代内閣はこの見解を踏襲してきた。
　これを２０１４年７月の閣議決定で変えてしまったのは安倍内閣である。
　この解釈変更には与党も大きく関与したが、内閣法制局内でどんな検討がなされたか、可能な限り資料を集め、検証するのは国会の役割だ。
　閣議決定を受けて制定された安全保障関連法は、憲法違反の疑いが極めて強い。民主党など野党５党はきのう、その廃止法案を提出した。
　それでも安倍政権は、３月に安保法を施行する見通しだ。裁判所に違憲と判断される可能性がある法が運用されることになれば、「法の支配」に反する状況になりかねない。
　内閣法制局が文書の開示を拒み続ければ、閣議決定の正当性に対する国民の疑問はかえって深まるのではないか。
　これは法制局という官僚組織の問題ではない。政権全体の問題である。
内閣支持微増４６．４％＝参院選投票先、自民が突出－時事世論調査
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　時事通信が１１～１４日に実施した２月の世論調査によると、安倍内閣の支持率は前月比１．２ポイント増の４６．４％となり、５カ月連続で上昇した。不支持率は同１．９ポイント増の３３．４％。甘利明前経済再生担当相が金銭授受問題で辞任、自民党では宮崎謙介前衆院議員が女性問題で議員辞職（直後に離党）したものの、支持率に際立った影響はみられなかった。
　また、夏の参院選比例代表で投票したい政党を尋ねたところ、自民党が３６．６％と突出した。以下、民主党９．０％、公明党５．３％、共産党４．１％、おおさか維新の会３．５％、維新の党１．７％、社民党０．７％、生活の党０．５％、日本のこころを大切にする党０．２％と続いた。
　自民党を中心とする憲法改正に積極的な勢力が、改憲発議要件を満たす参院の３分の２以上の議席を占めることについては、反対が４４．７％と、賛成の３９．３％を上回った。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、「他に適当な人がいない」２０．４％、「リーダーシップがある」１３．７％、「首相を信頼する」９．１％が上位を占めた。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１６．０％、「政策が駄目」１５．２％、「首相を信頼できない」１３．８％だった。　
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　政党支持率は、自民党が前月比０．８ポイント増の２６．４％、民主党が同０．４ポイント増の５．２％。以下、公明党４．４％、共産党１．９％、おおさか維新１．４％、維新０．５％、社民党０．２％、生活とこころがいずれも０．１％。
　調査は全国の成年男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６２．９％。（時事通信2016/02/19-15:08）2016/02/19-15:08
しんぶん赤旗　2016年2月19日(金)

Ｆ３５、日本を整備拠点に　民意と憲法踏みにじる　本村議員が告発　衆院予算委
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（写真）質問する本村伸子議員＝１８日、衆院予算委


　日本共産党の本村伸子議員は１８日の衆院予算委員会で、アメリカの戦闘能力を高めコストを削減するために米軍のＦ３５ステルス戦闘機のリージョナルデポ（整備拠点）が日本に設置され、Ｆ３５生産体制で国内企業が米軍需産業の下請けになると告発しました。

　本村氏は、一昨年１２月にアメリカ政府が三菱重工小牧南工場（愛知県）と、ＩＨＩ瑞穂工場(東京都)にアジア太平洋地域のＦ３５整備拠点の設置を決定したことに触れ、日本が米軍のための整備拠点になるのかと追及。中谷元・防衛相は「現時点で計画はない」と答弁。これに対して本村氏は２０１３年の内閣官房長官談話で「国内に設置される整備基盤により米軍に対する支援も可能となる」と書いてあると指摘すると、中谷氏は現時点での「整備基盤」が三菱重工業小牧南工場とＩＨＩ瑞穂工場だと認めました。本村氏は「米軍支援が可能になるという重大な答弁だ｣と述べました｡

　本村氏は米国の政府監査院がＦ３５のコストが高すぎると指摘していることを示し、アメリカがコスト削減を目的に、自国の戦闘機の解体や重整備、燃料代・維持管理費の負担を他国に負わせる狙いがリージョナルデポにあると指摘。「米軍や米軍需産業の下請けを日本にやらせるものだ」と強調しました。

　さらに本村氏は、整備拠点に位置づけられる小牧南工場の利用のために滑走路はどこを使用するかと質問。中谷氏は「小牧南工場に隣接する県営名古屋空港を利用することになると考えられる」と述べました。

　本村氏は「米軍機の利用がないように」との地元２市１町の首長や春日井市飛行場周辺対策市民協議会の要望書や、県営名古屋空港を小牧基地専用の滑走路にさせないために残された点に触れ「Ｆ３５戦闘機が頻繁に飛来してくる計画は住民の思いを無視した暴挙だ」と厳しく批判。Ｆ３５整備拠点を白紙撤回するよう求め、「平和憲法に反する計画は撤回し軍縮のために本気の外交努力をすべきだ」とただしました。

（関連記事）
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しんぶん赤旗　2016年2月19日(金)

Ｆ３５コスト米に貢ぐ　衆院予算委 本村議員が指摘

　日本共産党の本村伸子議員は１８日の衆院予算委員会で、日本政府が５年間で自衛隊のＦ３５戦闘機４２機中２２機などに６１６５億円をつぎ込み、大半が米政府に支払われている点を指摘し「支配を強め、コストを削減したいアメリカに日本が貢ぐ形になっている」とただしました。

　本村氏は、Ｆ３５関連予算の「その他関連経費」の大半が米政府に支払われている点を指摘。この中には、アメリカの一元管理のもと全てのＦ３５戦闘機のユーザー国が世界規模で部品などを融通し合うシステム（ＡＬＧＳ）や、Ｆ３５の情報をアメリカが一元管理する情報システム（ＡＬＩＳ）関連経費も含まれています。本村氏は「空爆を繰り返すアメリカ軍などの戦闘機の製造に日本が加担することになり、Ｆ３５の情報をアメリカが一元的に管理し支配下におくものだ」と強調しました。

　さらに本村氏は関連予算内に使途不明とされるアメリカ政府へ払われた金額（表下）の実態を追及すると、中谷元防衛相は「米国政府との契約金額の一部。運用支援体制の構築にかかわる経費。これ以上の詳細は米国政府により非公表とされていることから答えられない」と答弁。本村氏は使途不明金の内容についての資料提出を求めました。
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沖縄で撮られた核兵器の写真、米公文書館で見つかる
朝日新聞デジタル　岡田玄　2016年2月20日05時09分

米公文書館で見つかった、沖縄で１９６４年に撮影された核ミサイルの写真＝ＮＳＡ提供


　米軍統治下にあった１９６０年代の沖縄で撮影された核兵器の写真を米シンクタンク「国家安全保障公文書館」（ＮＳＡ）が米公文書館で発見した。沖縄関係の米公文書に詳しい琉球大の我部政明教授（国際政治学）は、返還前の沖縄で撮影された核兵器の写真が公文書として見つかるのは「おそらく初めてだろう」と話している。
　ＮＳＡは３枚の沖縄関連の写真を公開。写真に付けられた米空軍の説明によると、うち２枚は、６２年に嘉手納基地であった「武器装着競技会」で撮影されたもので、同基地所属部隊と板付基地（福岡市）所属部隊が、飛行機に核爆弾を装着したり、準備したりする場面とされる。もう１枚は６４年に核ミサイル「メースＢ」を整備する様子が写されていた。
　７２年に日本に返還される前の米軍統治下の沖縄で、核兵器が配備されていたことは、すでに米公文書から明らかになっている。（岡田玄）
沖縄の「核」生々しく　米軍嘉手納基地 ６０年代の写真

東京新聞　2016年2月20日 夕刊

 

	沖縄・米軍嘉手納基地内で台車に備え付けられる核弾頭「マーク７」。潜水艦攻撃に使われるほか、複数のミサイルに搭載可能。爆発力は１～７０キロトンとされる。撮影日はキューバ危機の最中の「１９６２年１０月２３日」となっている＝国家安全保障公文書館提供、米国立公文書館所蔵
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　本土復帰前の沖縄の米軍基地に配備されていた核兵器の写真と関連資料を共同通信が入手した。米公文書の発掘・収集を進めるワシントンの民間研究機関「国家安全保障公文書館」から提供を受けた。米国立公文書館（メリーランド州）などに所蔵されていた。

　複数の日本人専門家は、一九七二年までの米占領期間中に沖縄に配備されていた核兵器の写真は極めて珍しいと指摘している。米軍技師らが核弾頭を慎重に取り扱う様子が写っており、アジア最大の「核兵器庫」だった沖縄における核実戦配備の実態を生々しく伝えている。

　写真は三枚で、核兵器は日本に投下された原爆の数十倍の破壊力を持つ水爆「マーク２８」、複数のミサイルに搭載可能な核弾頭「マーク７」、極東ソ連と中国を射程に収めた核巡航ミサイル「メースＢ」の三種。

　写真のキャプションによると、撮影者は米空軍当局者。マーク２８とマーク７は、米ソが核戦争の手前まで行った六二年十月のキューバ危機のまっただ中に、米空軍嘉手納（かでな）基地で撮影された。六二年四月に撮られたメースＢについては「沖縄」とだけ記されており、撮影地の詳細は不明。

　メースＢは六〇年代初頭に沖縄に導入され、読谷村など計四つの発射基地に配備された。メースＢをめぐっては、嘉手納基地に駐留した当時の米軍ミサイル技師が、キューバ危機の最終局面で「間違って発射命令が出されたが、寸前で回避された」とも証言している。
しんぶん赤旗　2016年2月20日(土)

南スーダンで暴力衝突　国連キャンプ　住民１８人が死亡
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　南スーダンの北東部マラカルにある国連平和維持軍の設置した「文民保護キャンプ」で１７日夜から１８日朝にかけて、異なる民族の間の衝突が起き、これに政府軍が介入して、キャンプの住民に多数の死傷者が出ました。現地放送局ラジオ・タマーズジが報じたもの。同キャンプで病院を運営する「国境なき医師団」は、少なくとも１８人が死亡し、３６人の負傷者を治療したと発表しました。

　国連の潘基文（パン・ギムン）事務総長は「政府軍を含む全当事者に対し、国連施設の不可侵性への注意を喚起する」「民間人、国連施設、平和維持軍へのいかなる攻撃も、戦争犯罪だ」と強い言葉で非難しました。ラジオ・タマーズジによると、１７日夜にキャンプに住む三つの民族集団の間で暴力的衝突が発生。住民の証言では、政府軍がキャンプ内に侵入して戦闘に参加したことで、状況が深刻化したといいます。

　国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の１８日の声明は、政府軍の関与には触れず、１７日夜から１８日にかけての衝突では「小火器、オノ、その他の武器が使用された」と指摘。国連の警察が催涙ガスを発射して鎮圧を図り、平和維持部隊がキャンプの警備を強化したとしています。

　政府軍（おもにディンカ人）と反政府派（おもにヌエル人）との間で２年余り前に内戦が勃発した同国では、２３０万人が家を追われました。国連は全国に国内避難民保護のためのキャンプを開設し、約２０万人を収容。マラカルのキャンプには約５万人が避難していました。

解説

戦争法で任務拡大したら自衛隊が対応することに

　南スーダンの国連キャンプ内で発生した暴力事件は、戦争法に伴う自衛隊のＰＫＯ（平和維持活動）任務拡大の危険を証明したことになります。

　改定されたＰＫＯ法では、自衛隊が「安全確保業務」と称して、「住民保護」や、特定区域の「監視、駐留、巡回、検問、警備」を行うことが可能になり、これら任務遂行のための武器使用まで認めています。

　これに基づけば、自衛隊が国連キャンプの警備を行うことが可能になります。ＵＮＭＩＳＳは「住民保護」を主要マンデート（任務）に掲げ、そのための武力行使を認めています。自衛隊がキャンプの警備を行い、今回のような事件に遭遇すれば、「住民保護」のための発砲も求められます。住民グループが入り混じった騒乱の中、暴力とは無関係の住民を誤射する危険もあります。

　今回の事件の直接的なきっかけは、宗派が異なる集団同士の衝突ですが、米国の電子ジャーナル「デイリー・ビースト」１９日付は、南スーダン政府軍の兵士５０人がキャンプの壁を壊して侵入したと報じています。１８日付の国連事務総長声明も、「国連施設の不可侵性への注意を喚起」するよう、「政府軍を含むすべての関係者」に呼びかけており、そのような事態があったことを間接的に示唆しています。

　最悪の場合、自衛隊が南スーダン軍と交戦する可能性さえあります。そうなれば主権国家との交戦になり、政府の理屈から言っても憲法９条が禁じる海外での武力行使に該当します。

　（竹下岳）

